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Ⅰ はじめに 

 ｢地方教育行政の組織及び運営に関する法律｣（以下、「地教行法」という。）に基づ

き、平成２０年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理および執

行の状況について点検・評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出

するとともに、公表しています。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本報告書「平成２６年度 福井県教育委員会の事務の管理および執行の状況の点

検・評価報告書」（以下、｢点検・評価報告書｣という。）は、地教行法の規定に基づき、

より効果的な教育行政の推進と県民の皆様に対する説明責任を果たすため、福井県教

育振興基本計画に掲げた施策の実施結果を示すとともに、教育委員会の各種活動状況

について点検・評価した結果を取りまとめたものです。 

 有識者の方に内容のご確認をいただき、その意見を併せて掲載しています。 

 本報告書により県民の皆様から、県の教育行政についてのご意見やご要望をいただ

き、今後の新たな教育関連施策に活かしていきたいと考えています。 

 

［ 参 考 ］ 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（抜粋）（平成２７年４月１日改正法施行） 

 第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育

長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により

事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況につい

て点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出す

るとともに、公表しなければならない。 

   ２   教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経

験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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Ⅱ 点検・評価について 

１ 対象期間 

  平成２６年度（平成２６年４月～平成２７年３月） 

 

２ 点検・評価方法 

（１）点検・評価報告書の作成 

・ 教育委員会において点検・評価報告書案を作成 

（２）点検・評価報告書の確認、審査 

・ 有識者による点検・評価報告書案の内容の確認および審査 

（３）点検・評価結果の公表 

・ 点検・評価報告書を県議会に提出するとともに、県のホームページにおいて

公表 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔点検・評価フロー〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点検・評価に係る有識者 

県教育委員会 

県 議 会 

２ 報告書の内容確認 

  意見付与 

 

１ 点検・評価報告 

  書原案の作成 

４ 点検・評価 

  報告書の公表 

  （県ＨＰ） 

県  民 

３ 県議会へ 

  の提出 
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Ⅲ 組織および決算 

１ 組織 

教育委員会

教育長

教育庁 教育機関

企画幹

教育振興課 教育企画Ｇ 県立学校

学校施設整備Ｇ 高等学校

福利Ｇ

厚生Ｇ

　　（公立学校共済組合福井支部）

　　（公立学校共済組合芦原保養所）

　　（一般財団法人福井県教職員互助会）

学校教育政策課 教育力向上推進Ｇ

言語・総合教育Ｇ

人事給与Ｇ 特別支援学校

嶺南教育事務所 総務課

指導相談課

特別支援教育課

研修課

高志中学校

　　　高校教育課 高校改革推進Ｇ

生徒指導・学校同和教育Ｇ

授業力向上Ｇ 学校以外の教育機関

人事企画Ｇ 教育研究所 管理室

特別支援・発達障害児教育Ｇ 研修部

調査研究部

教育相談部

　　　義務教育課 生徒指導・学校同和教育Ｇ 特別支援教育センター

授業力向上Ｇ

人事企画Ｇ 武道館

幼児教育支援Ｇ - （幼児教育支援センター）

図書館 利用サービス室

生涯学習・文化財課 生涯学習・白川文字学Ｇ 若狭図書学習センター

社会・同和教育Ｇ 文書館

文化財Ｇ ふるさと文学館

生涯学習センター

こども歴史文化館

埋蔵文化財調査センター

青少年センター

スポーツ保健課 スポーツ施設整備Ｇ

保健・防災教育Ｇ 奥越高原青少年 施設管理課

（競技力向上対策室） 　　　　自然の家 青少年指導課

福井運動公園 利用サービス課 青年の家（芦原・鯖江・三方）
事務所 指導普及課

福 井 県 教 育 委 員 会 組 織 図 （ 平 成 ２ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

藤島・高志・羽水・足羽・三国・
金津・丸岡・同城東分校・大野・
勝山・鯖江・丹南・丹生・武生・
同池田分校・武生東・敦賀・
美方・若狭・若狭東・福井農林・
坂井農業・小浜水産・科学技術・
春江工業・武生工業・敦賀工業
福井商業・武生商業・坂井・
奥越明成・道守

盲学校・ろう学校
特別支援学校
　福井・福井南・福井東・
　同月見分校・清水・嶺北・
　奥越・南越・嶺南東・嶺南西・
　同小浜分校

○教育庁
　　本庁：６課
　　出先機関：４
○教育機関
　　県立学校：４２校
　　学校以外の教育機関：１０

○附属機関（審議会）
　高等学校教育問題協議会
　教科用図書選定審議会
　スポーツ振興審議会
　文化財保護審議会　　　等

企画幹
（学校教育）

企画幹（高校改革）

企画幹（義務教育）

企画幹
（競技力向上）

＊国体推進局
企画幹が併任
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２ 課別決算額調 

 
（一般会計） 
 
（１）歳入                           （単位：千円、％） 

 

課名等 予算現額Ａ 調定額Ｂ 収入済額Ｃ 
（不納欠損額） 

収入未済額 
Ｃ/Ａ Ｃ/Ｂ 

教育振興課 3,531,397 3,527,022 3,524,764 2,258 99.8 99.9 

学校教育政策課 14,219,226 14,211,724 14,211,724 0 99.9 100.0 

高校教育課 346,258 352,016 330,958 21,058 95.6 94.0 

義務教育課 345,733 326,964 326,964 0 94.6 100.0 

生涯学習・文化財課 883,243 875,664 875,642 22 99.1 99.9 

スポーツ保健課 3,760,318 2,230,233 2,230,233 0 59.3 100.0 

計 23,086,175 21,523,623 21,500,285 23,338 93.1 99.9 

 
 

（２）歳出                           （単位：千円、％） 

 

課名等 予算現額Ａ 支出済額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額 Ｂ/Ａ 

教育振興課 14,070,031 13,925,434 0 144,597 99.0 

学校教育政策課 64,399,522 64,248,871 0 150,651 99.8 

高校教育課 549,497 507,288 0 42,209 92.3 

義務教育課 964,304 915,793 0 48,511 95.0 

生涯学習・文化財課 1,741,670 1,646,294 38,000 57,376 94.5 

スポーツ保健課 6,731,661 4,220,269 2,476,293 35,099 62.7 

計 88,456,685 85,463,949 2,514,293 478,443 96.6 

 
    ※ 計で四捨五入になるよう端数調整 
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Ⅳ 平成２６年度福井県教育委員会の活動状況 

 

１ 教育委員会の会議開催等の状況 

（１）福井県教育委員会委員 

  （平成２６年４月１日～平成２６年１０月３１日） 

 氏 名 職 業 

委員長 川 畑 紀 義 歯科医師 

委員（委員長職務代理者） 吉 井 正 雄 医師 

委員 清 川   肇 会社役員 

委員 小 泉 信太郎 会社役員 

委員 西 野 里 佳 元ＰＴＡ役員 

委員（教育長） 林   雅 則  

 

  （平成２６年１１月１日～平成２６年１２月２４日） 

 氏 名 職 業 

委員長 吉 井 正 雄 医師 

委員（委員長職務代理者） 西 野 里 佳 元ＰＴＡ役員 

委員 清 川   肇 会社役員 

委員 川 畑 紀 義 歯科医師 

委員 小 泉 信太郎 会社役員 

委員（教育長） 林   雅 則  

 

  （平成２６年１２月２５日～平成２７年３月３１日） 

 氏 名 職 業 

委員長 吉 井 正 雄 医師 

委員（委員長職務代理者） 西 野 里 佳 元ＰＴＡ役員 

委員 清 川   肇 会社役員 

委員 小 泉 信太郎 会社役員 

委員 八 田 嘉一郎 会社役員 

委員（教育長） 林   雅 則  
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（２）教育委員会会議の開催状況 

 

 ・ 開催回数  ２０回 

 ・ 附議事項  ６３件 

 

  ○ 第１０００回（平成２６年４月１１日（金）） 

   ・ 教職員の懲戒処分について 

   ・ 福井県教科用図書選定審議会委員の任命について 

   ・ 福井県文化財保護審議会委員の任命について 

 

  ○ 第１００１回（平成２６年４月２５日（金）） 

   ・ 福井県教育委員会行政組織規則の一部改正および福井県立中学校適性検査問題等作成

委員会規程の制定について 

   ・ いじめ問題対策連絡協議会設置要綱およびいじめ調査専門委員会設置要綱の制定につ

いて 

   ・ いじめ問題対策連絡協議会委員の委嘱について 

   ・ 福井県スポーツ推進審議会委員の任命について 

 

○ 第１００２回（平成２６年５月１４日（水）） 

   ・ いじめ調査専門委員会委員の委嘱について 

   ・ 福井県心身障害児就学指導委員会委員の委嘱について 

   ・ 福井県社会教育委員の委嘱について 

   ・ 平成２７年度福井県公立学校教員採用選考試験について 

 

  ○ 第１００３回（平成２６年６月４日（水）） 

   ・ 福井県立学校職員定数条例および市町立学校県費負担教職員定数条例の一部改正につ

いて 

   ・ 平成２６年度福井県立高等学校後期編入学者選抜実施要項（定時制の課程および通信

制の課程）の制定について 

 

  ○ 第１００４回（平成２６年６月１０日（火）） 

   ・ 平成２７年度使用義務教育諸学校教科用図書採択についての基準、選定資料および採

択目録の決定について 

 

  ○ 第１００５回（平成２６年６月２４日（火）） 

   ・ 平成２６年６月２４日付け職員の辞職について 

 

  ○ 第１００６回（平成２６年６月３０日（月）） 

   ・ 福井県立恐竜博物館運営協議会委員の任命について 

   ・ 福井県立歴史博物館運営協議会委員の任命について 
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   ・ 福井県立恐竜博物館の管理運営に関する規則の一部改正について 

   ・ 福井県立若狭歴史民俗資料館に関する規則の制定および一部改正について 

 

  ○ 第１００７回（平成２６年７月３０日（水）） 

   ・ 平成２７年度福井県公立学校教員採用選考試験第１次選考合否の決定について 

 

  ○ 第１００８回（平成２６年８月２０日（水）） 

     協議・報告事項のみ 

 

  ○ 第１００９回（平成２６年９月３日（水）） 

   ・ 平成２５年度教育委員会の事務の管理および執行の状況の点検・評価報告書について 

   ・ 平成２７年度使用県立高等学校、県立特別支援学校高等部および県立中学校の教科用

図書の採択について 

   ・ 福井県教職員顕賞規程の一部改正について 

 

  ○ 第１０１０回（平成２６年１０月６日（月）） 

   ・ いじめ問題対策連絡協議会設置要綱の一部改正について 

   ・ 平成２７年度福井県公立学校教員採用選考試験の採用内定者の決定について 

   ・ 平成２６年度教育功労者表彰の被表彰者の決定について 

   ・ いじめ問題対策連絡協議会委員の委嘱について 

 

  ○ 第１０１１回（平成２６年１０月２７日（月）） 

   ・ 平成２７年度福井県立学校入学者募集定員について 

   ・ 平成２７年度福井県立高等学校入学者選抜実施要項等の制定について 

   ・ 平成２７年度福井県立特別支援学校の幼稚部および高等部の入学者選考実施要項の制

定について 

   ・ 平成２７年度福井県立中学校入学者選抜実施要項の制定について 

   ・ 福井県立学校の管理運営に関する規則の一部改正について 

 

  ○ 第１０１２回（平成２６年１１月６日（木）） 

   ・ 教職員の懲戒処分について 

   ・ 平成２７年度福井県公立小・中学校事務職員採用試験の採用内定者の決定について 

 

  ○ 第１０１３回（平成２６年１１月２６日（水）） 

   ・ 福井県教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正について 

   ・ 福井県ふるさと文学館の設置および管理に関する条例の制定について 

   ・ 福井県立学校の管理運営に関する規則等の一部改正について 

   ・ 教育職員免許に関する規則の一部改正について 

   ・ 福井県教育委員会分限処分指針の制定について 
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  ○ 第１０１４回（平成２６年１２月１７日（水）） 

   ・ 平成２７年度福井県公立小・中学校および県立学校の校長・教頭任用選考試験の合格

者の決定について 

   ・ 平成２７年度教職員人事異動方針について 

   ・ 平成２７年度福井県文化財調査員採用選考試験の採用内定者の決定について 

   ・ 福井県立若狭歴史博物館運営協議会委員の任命について 

 

  ○ 第１０１５回（平成２７年１月１５日（木）） 

   ・ 福井県ふるさと文学館の管理運営に関する規則の制定等について 

   ・ 平成２６年度福井県学校保健・学校安全・学校給食表彰について 

 

  ○ 第１０１６回（平成２７年１月２８日（水）） 

   ・ 平成２７年２月１日付け人事異動について 

 

  ○ 第１０１７回（平成２７年２月１７日（火）） 

   ・ 福井県教育委員会の委員の定数を定める条例等の一部改正について 

   ・ 福井県奨学育英資金貸付基金条例の一部改正について 

   ・ 福井県立学校職員定数条例の一部改正について 

   ・ 市町立学校県費負担教職員定数条例の一部改正について 

   ・ 平成２７年度福井県公立学校再任用職員採用内定者の決定について 

   ・ 第６回南部陽一郎記念ふくいサイエンス賞受賞者の決定について 

 

  ○ 第１０１８回（平成２７年３月１１日（水）） 

   ・ 平成２７年４月１日付け教育庁および学校以外の教育機関の管理職（教員出身者）の人事

異動について 

   ・ 平成２７年度公立小中学校校長・教頭および県立学校校長・教頭の人事異動について 

   ・ 平成２７年度福井県職員（学芸員）採用選考試験の採用内定者の決定について 

   ・ 平成２７年度ふくい優秀教職員表彰被表彰者の決定について 

   ・ 福井県奨学育英資金貸付基金管理規則の一部改正について 

   ・ 福井県教科用図書選定審議会規則の一部改正について 

   ・ 平成２６年度漢字指導者の認定について 

 

  ○ 第１０１９回（平成２７年３月２５日（水）） 

   ・ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴う関係規則の改正について 

   ・ 福井県立学校の管理運営に関する規則の一部改正について 

   ・ 福井県指定文化財の指定について  

   ・ 福井県社会教育委員の委嘱について 
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２ 教育委員の活動状況 

 

時 期 活 動 内 容（参加行事等） 委 員 名 

平成２６年 

４月 １日 
新採用教職員辞令交付式 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

４月 ５日 県立学校開校式（坂井） 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ４月１１日 第１０００回教育委員会 川畑、清川、吉井、西野、林 

 ４月２５日 知事との意見交換 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ４月２５日 第１００１回教育委員会 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ５月 ８日 市町教育委員会連絡協議会 総会 川畑 

 ５月 ８日 市町教育委員会連絡協議会 研修会 川畑、吉井、小泉、西野、林 

 ５月１４日 第１００２回教育委員会 川畑、吉井、小泉、西野、林 

 ５月１９日 嶺南地区教育委員会協議会総会 吉井、林 

 ５月３０日 学校視察（勝山・勝山南部中） 川畑、小泉 

 ６月 ３日 福井県市町女性教育委員の会 西野 

 ６月 ４日 第１００３回教育委員会 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ６月 ９日 嶺南地区校長会 吉井 

 ６月１０日 第１００４回教育委員会 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ６月１１日 学校視察（金津・芦原中） 川畑、吉井 

 ６月１８日 県議会本会議 西野、林 

 ６月１９日 学校視察（科学技術・光陽中） 清川、吉井、西野 

 ６月２０日 県議会本会議 川畑、林 

 ６月２４日 全国都道府県教育委員会連合会 

第１回理事会 

川畑 

 ６月２４日 第１００５回教育委員会 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ６月２４日 県議会本会議 小泉、林 

 ６月３０日 第１００６回教育委員会 川畑、清川、吉井、小泉、林 

 ７月 ７日 学校視察（大野・下庄小） 吉井、小泉 

 ７月 ８日 県議会本会議 吉井、林 

 ７月１７日 

   １８日 

全国都道府県教育委員会連合会 

第１回総会等 

川畑、林 

 ７月２４日 学校視察（武生・武生第三中） 清川、吉井、西野 

 ７月２５日 学校視察（若狭・小浜小） 川畑、吉井 

 ７月２８日 学校視察（藤島・湊小） 清川、吉井、西野 

 ７月２９日 学校視察（高志・大東中） 川畑、清川、小泉 

 ７月３０日 第１００７回教育委員会 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 
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時 期 活 動 内 容（参加行事等） 委 員 名 

 ７月３０日 知事との意見交換 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ８月 ４日 国体福井県準備委員会第５回総会 川畑、林 

 ８月１１日 教員採用試験面接 川畑、小泉 

 ８月１２日 教員採用試験面接 川畑、清川、吉井、西野、林 

 ８月１３日 教員採用試験面接 清川、吉井、西野、林 

 ８月２０日 第１００８回教育委員会 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ８月２２日 全国高等学校 PTA 連合会大会福井大会 川畑、林 

 ８月２５日 坂井地区教頭会研修 清川 

 ８月２８日 福井県市町女性教育委員の会第２回研修会 西野 

 ９月 ３日 第１００９回教育委員会 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ９月 ３日 知事との意見交換 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

 ９月１０日 県議会本会議 清川、林 

 ９月１２日 県議会本会議 川畑、林 

 ９月１８日 県議会本会議 小泉、林 

 ９月１９日 県議会本会議 吉井、林 

１０月 ３日 県議会本会議 西野、林 

１０月 ４日 鯖江高校創立１００周年記念式典 川畑、林 

１０月 ４日 武生商業高校創立５０周年記念式典 川畑、林 

１０月 ６日 第１０１０回教育委員会 川畑、清川、吉井、西野、林 

１０月１２日 長崎国体視察 川畑、林 

１０月１４日 学校視察（敦賀） 吉井 

１０月１６日 福井教育フォーラム 川畑、清川、吉井、西野、林 

１０月２０日 東海北陸ブロック教育委員全員協議会 川畑、清川、吉井、小泉、西野 

１０月２１日 全国都道府県教育委員長協議会 

第２回理事会 

川畑 

１０月２５日 南越特別支援学校創立１０周年記念式典 川畑 

１０月２７日 第１０１１回教育委員会 川畑、清川、吉井、小泉、西野、林 

１０月２８日 第１回福井保護司選考会 川畑 

１０月３０日 白川静漢字教育賞表彰式 川畑、林 

１１月 ５日 福井県市町女性教育委員研修会 西野、林 

１１月 ６日 教育功労者表彰式 吉井、西野、清川、川畑、小泉、林 

１１月 ６日 第１０１２回教育委員会 吉井、西野、清川、川畑、小泉、林 

１１月 ７日 学校視察（丹南） 吉井、川畑 

１１月 ８日 第３４回近畿高等学校総合文化祭開会式 吉井 

１１月１０日 管理職任用選考試験面接 川畑 

１１月１１日 管理職任用選考試験面接 吉井、林 

１１月１２日 永年勤続教職員表彰式 吉井、西野、清川、川畑、林 
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時 期 活 動 内 容（参加行事等） 委 員 名 

１１月１２日 知事との意見交換 吉井、西野、清川、川畑、林 

１１月１３日 学校視察（福井農林） 西野、清川 

１１月１４日 学校視察（奥越明成） 川畑、小泉 

１１月１７日 管理職任用選考試験面接 川畑 

１１月１９日 管理職任用選考試験面接 吉井、林 

１１月２２日 嶺南西特別支援学校 学校祭 吉井 

１１月２６日 福井の教育向上会議 吉井、西野、林 

１１月２６日 県立高校校長会との意見交換 吉井、西野、林 

１１月２６日 第１０１３回教育委員会 吉井、西野、清川、川畑、小泉、林 

１１月２８日 県議会本会議 西野、林 

１２月 ２日 県議会本会議 吉井、林 

１２月 ４日 県議会本会議 川畑、林 

１２月 ５日 県議会本会議 小泉、林 

１２月１６日 県議会本会議 清川、林 

１２月１７日 第１０１４回教育委員会 吉井、西野、清川、川畑、林 

１２月１９日 全国都道府県教育委員会連合会理事会 吉井、林 

平成２７年 

１月１０日 

福井の教育向上地区別意見交換会（嶺南） 吉井 

１月１５日 第１０１５回教育委員会 吉井、西野、清川、小泉、八田、林 

１月１６日 福井の教育向上地区別意見交換会（坂井） 西野 

１月２２日 福井の教育向上会議 吉井、西野、林 

１月２６日 全国都道府県教育委員会連合会総会等 吉井、林 

１月２８日 第１０１６回教育委員会 吉井、西野、清川、小泉、八田、林 

２月 １日 ふるさと文学館開館記念式典 吉井、清川、林 

 ２月 ７日 県政功労者表彰式 吉井、林 

 ２月 ９日 国体福井県準備委員会常任委員会 吉井、林 

 ２月１１日 ふくい職業教育フェア 吉井、林 

２月１７日 第１０１７回教育委員会 吉井、西野、小泉、八田、林 

２月１８日 県議会本会議 八田、林 

２月２０日 県議会本会議 吉井、林 

２月２２日 ふくいサイエンスフェスタ 吉井、林 

２月２４日 県議会本会議 清川、林 

２月２５日 県議会本会議 小泉、林 

 ３月 ２日 県立学校卒業式（藤島、大野） 清川、小泉 

 ３月 ３日 県立学校卒業式（勝山、鯖江、敦賀工業） 吉井、小泉、八田 

 ３月 ７日 県立学校卒業式、閉校式（小浜水産） 吉井、西野、八田、林 

３月 ９日 県議会本会議 清川、林 
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時 期 活 動 内 容（参加行事等） 委 員 名 

 ３月１１日 
県立学校卒業式 

（福井東特支、嶺北特支、奥越特支） 
清川、西野、小泉 

３月１１日 県外派遣教員と教育委員の意見交換会 吉井、西野、清川、小泉、林 

３月１１日 第１０１８回教育委員会 吉井、西野、清川、小泉、林 

 ３月１２日 県立学校卒業式（盲学校） 清川 

 ３月１３日 県立学校卒業式（嶺南西特支） 吉井 

 ３月１４日 福井市明道中学校校舎竣工式 吉井 

 ３月１５日 ふくい風花随筆文学賞授賞式 吉井、林 

 ３月１８日 知事との意見交換 吉井、西野、清川、小泉、八田、林 

 ３月２３日 漢字指導者認定証授与式 吉井 

 ３月２５日 ふくい優秀教職員表彰式 吉井、西野、清川、小泉、八田、林 

３月２５日 第１０１９回教育委員会 吉井、西野、清川、小泉、八田、林 

３月３１日 福井の教育向上会議 吉井、西野、清川、八田、林 

 ３月３１日 退職教職員辞令交付式・表彰式 吉井、西野、清川、八田、林 

   ※ 教育長単独での活動の記載は省略してあります。 
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３ 審議会等審議状況 
 

名  称 

委 

員 

数 

会 

議 

開 

催 

数 

件  名 種 別 年月日 

福井県心身

障害児就学

指導委員会 

20 3 県立特別支援学校の該当児判断について 審議 26. 6. 13 

26. 9. 19 

26. 12. 19 

福井県教科

用図書選定

審議会 

19 3 義務教育諸学校で使用する教科用図書について 審議・答申 26. 4.24 

26. 6. 4 

26. 6.10 

福井県文化

財保護審議

会 

15 4 県指定の現地調査依頼について 

指定文化財の諮問について 

指定文化財の答申について 

審議・諮問・

協議・答申 

26. 7. 9 

26.10.28 

26.12.25 

27. 3.16 

福井県社会

教育委員の

会議 

10 1 「福井しあわせ元気国体」を契機とした県民運動への対応 

子どもたちの「社会力」の育成 

協議 27. 2. 5 

福井県朝倉

氏遺跡研究

協議会 

10 2 平成 26年度事業実施状況について 

今後の事業計画について 

平成 26年度事業実績について 

平成 27年度事業計画について 

協議 26. 7.29 

27. 2.12 

 

福井県スポ

ーツ推進審

議会 

15 1 福井県スポーツ推進計画の進捗状況について 

これからの児童生徒、県民のスポーツ振興について 

審議 27. 2. 2 

 

 

４ 教育委員会関係の許認可の状況 

（１） 教育職員免許状の授与等（平成２６年度） 

区分 専修免許状 １種免許状 ２種免許状 特別免許状 臨時免許状 合 計 

小学校 ４２ １１７ １９ １ ３０ ２０９ 

中学校 ６２  １０９ １７ ２ １１ ２０１ 

高等学校 ７２  ２０５   ４７ ３２４ 

特別支援学校 ６  ２１ ４３  １３ ８３ 

幼稚園   ５８ １４７  ５ ２１０ 

養護教員 １  ２２ ５  ４ ３２ 

栄養教員   １４ １   １５ 

自立教科等        

合 計 １８３  ５４６ ２３２ ３ １１０ １，０７４ 
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（２）文化財の指定状況 

 平成２６年度においては、有形文化財（美術工芸品）７件、名勝１件を新たに県

指定文化財に指定しました。 

 また、１件が新たに国重要文化財に、１件が国名勝に指定されました。 
 

 ＜指定文化財の現状＞                   平成 27年 3月 31日現在 

区分 
 国  県指定 計 

指定 選定・選択 登録   

 国  宝 ６     ６  

 重要文化財 １０２     １０２  

 有形文化財   １  ２２３  ２２４  

 無形文化財 １    ４  ５  

 重要有形民俗文化財 １     １  

 有形民俗文化財   １  ９  １０  

 重要無形民俗文化財 ５     ５  

 無形民俗文化財  １０   ６２  ７２  

 特別史跡 １     １  

 史  跡 ２３    ２９  ５２  

 特別名勝 １    １ 

 名  勝 １３    ７  ２０  

 特別天然記念物 ４     ４  

 天然記念物 １６    ３２  ４８  

 特別名勝天然記念物      

 名勝天然記念物 １     １ 

計 １７４  １０  ２  ３６６  ５５２  

 重要伝統的建造物群 

 保存地区  ２    ２  

選定保存技術  １    １  

 登録有形文化財 

 （建造物）   １３２   １３２  

 登録記念物   ３   ３  

 

（３）銃砲刀剣類の登録状況 

 銃砲刀剣類所持等取締法に基づき、審査会を開催し、登録証の交付等を次のとお

り行いました。 

    登録証交付   ６６ 件 

    登録証再交付  ２７ 件 

    所有者変更  ３４２ 件 
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（４）教育委員会所管の公益法人 
 

    ２６法人（平成２７年３月３１日現在） 

     新制度移行法人（公益財団法人１１ 公益社団法人１ 一般財団法人９ 

             一般社団法人５） 

 

５ 平成２７年度県立学校入学者選抜学力検査結果の状況 

 （１）県立高等学校 

  推薦入学、中高一貫教育校入学者選抜、第１次学力検査および第２次学力検査の課

程別の合格者数は、表１のとおりです。また、全日制の第１次の学力検査合格者 

４，４０１人（前年度４，３９３人）に関する教科別の平均点は、表２のとおりです。 
 

   表１  課程別の合格者数                        ※（    ）内は前年度実績 

全 日 制      定 時 制      合 計      

推薦入学に       

よ る も の       
     848(  950)       848(  950) 

連携型中高一貫 

教育校入学者選抜 

に よ る も の 

 83(   86)  83(   86) 

１次学力検査 

によるもの       
   4,401(4,393)      165(  188)    4,566(4,581) 

２次学力検査 

によるもの       
      16(   26)       34(   57)        50(  83) 

        計    5,348(5,455)      199(  245)    5,547(5,700) 

充足率 99.3%(98.8%) 41.5%(51.0%)   94.6%(95.0%) 
 

     ＜参 考＞ 

募 集 定 員 5,385(5,520) 480(480)  5,865(6,000) 

 

   表２ 教科別の平均点     

教    科 全  日  制 

国    語      61.5 ( 60.7) 

英    語      53.9 ( 53.6) 

数    学      47.1 ( 51.3) 

社    会      52.9 ( 58.7) 

理    科      51.4 ( 51.6) 

総    点     266.9 (275.8) 

 

（２）県立中学校 

  平成２７年度に開学した高志中学校の入学者選抜の受験の状況は、表３のとおり

です。また、適性検査等の結果は表４のとおりです。 
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   表３  受験の状況   

募集定員 出願者数 受験者数 合格者数 

 ９０ ５４６ ５４５  ９０ 
 

   表４ 適性検査等の結果 

 配 点 平均点 

適性検査Ⅰ １００  ４２．３ 

適性検査Ⅱ １００  ３５．１ 

適性検査Ⅲ １００  ４１．１ 

作   文  ５０  ２８．１ 

合   計 ３５０ １４６．６ 

 

 

６ 平成２６年度実施 平成２７年度公立学校教員採用選考試験の実施状況 

 

 第１次選考試験 

  試験期日および場所 

期  日  等 場   所 

平成２６年７月１９日（土） 

一般教養・教職専門・専門教科（小学校、

高等学校各教科、養護教諭、栄養教諭） 

福井県立藤島高等学校(福井市文京 2-8-30) 

【小学校実技(水泳)】 

男子：松本小学校(福井市町屋 3-14-20) 

女子：春山小学校(福井市文京 3-13-1) 

平成２６年７月２０日（日） 

専門教科（中学校各教科、中高一括で行う

教科、特別支援学校） 

 第２次選考試験 

  試験期日および場所 

期  日  等 場   所 

平成２６年８月９日（土） 

適性検査、小論文  

平成２７年度大学院特別選考 面接 
福井県立藤島高等学校(福井市文京 2-8-30) 

平成２６年８月１１日（月）、１２日（火） 

１３日（水） 

       （集団討論、個人面接） 

 

《 教員採用試験の改善について 》 

 優秀な人材の確保、選考過程の透明性、公平性を図るため、次のような改善を行い

ました。 
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○ 優秀な人材の確保 

＜１８年度から実施＞ 

・受験資格を６０歳未満に拡大 

・講師経験者の１次選考免除を導入 

＜１９年度から実施＞ 

・２次選考において、場面指導を導入 

・国際貢献活動経験者の１次選考免除を導入 

＜２０年度から実施＞ 

・大学院修士課程修了時の特別選考を導入 

＜２１年度から実施＞ 

・面接の重視（配点割合の引き上げ） 

・「音楽」「美術」を含む全教科での筆記試験の実施 

＜２３年度から実施＞ 

・スポーツ特別選考の実施 

 

＜２５年度から実施＞ 

・従来の一括募集を校種・教科別の募集に変更 

・２つの校種・教科を併願できるように変更 

・校種・教科の専門試験を１次選考で実施（全ての受験者が専門試験を受験） 

・２次選考の「場面指導」を「集団討論」に変更 

・面接の重視（配点割合の引き上げ） 

 

○ 受験者に対する情報の提供 

＜２０年度から実施＞ 

・２次選考の不合格者に対して、成績を A、B、C の三段階で通知 

・試験問題の持ち帰りと、解答例・配点の公表（自己採点可能） 

・個人情報開示請求に基づき、以下の情報を開示 

  １次選考、２次選考における筆記試験、実技試験、面接、作文の点数 

・筆記試験、実技試験、面接、作文の配点ならびに評価項目など選考基準をホーム

ページで公開 

・１次選考合格者、最終合格者について、合否結果通知の発送に併せて、ホームペ

ージでも受験番号を公表 

＜２１年度から実施＞ 

・判定基準をホームページで事前発表 

・解答例、設問別配点をホームページに掲載（自己採点可能） 

・不合格者の希望者に筆記試験、実技、作文、面接の各点数および合計点数を通知 

＜２６年度から実施＞ 

・不合格者全員に筆記試験、実技、作文、面接の各点数および合計点数を通知 



 

 18 

 

 

 

○ 選考過程等の改善 

＜２０年度から実施＞ 

・改ざん等の不正防止のため、担当部署以外の行政職員による答案や面接時の個票

と選考資料との突き合わせ点検実施 

・民間有識者による、選考手順や選考内容の点検、抽出データによる答案等の元デ

ータと選考資料データの突合 

＜２１年度から実施＞ 

・実技試験において、受験番号にかわり整理番号の使用 

＜２４年度から実施＞ 

・電子申請による受付 

＜２６年度から実施＞ 

・一般教養の試験において、マークシート方式を導入 
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７ 研修の実施状況 

平成２６年度の職員研修については次のとおりです。 

 

区  分 研 修 名 研修期間 

 

 

指 

 

定 

 

研 

 

修 

基本研修 

若手教員研修 初任者研修 １年(校外14日+校内180時間) 

2年目研修 １年（校外５日） 

幼稚園新任採用教員研修 １年(園外10日+園内10日) 

５年経験者研修          １年(３日) 

10年経験者研修(幼稚園) １年(園外４日+園内10日) 

10年経験者研修(小学校・中学校・県立学校) １年(校外８日+校内15日) 

主任等研修 

養護教諭研修 １講座   １日 

学校栄養職員研修 １講座   ３日 

臨時任用講師研修 １講座    ８日 

中堅教員研修 １講座    ５日 

管理職等研修 

新任校長研修 １講座    ３日 

新任教頭研修 １講座   ５日 

経年管理職研修 １講座   １日 

専   

 

 

門 

 

 

 

研 

 

 

 

修 

教科等に関する 

研修 

幼稚園教育に関する研修 ３講座  各１日 

小学校の各教科に関する研修 15講座 各1～2日 

中学校の各教科に関する研修 11講座 各1～3日 

高校の各教科に関する研修 12講座  各1～2日 

その他（校種を超えた研修） 11講座  各1～3日 

教科外の 

課題等に関する 

研修 

道徳教育 １講座    １日 

学級経営 ２講座   各１日 

不登校対応 １講座   １日 

教育相談関係 10講座  各１日 

総合的な学習の時間 １講座   １日 

食育 １講座   １日 

人権教育 １講座   １日 

漢字教育(白川文字学) １講座   ３日 

ＮＩＥ活動に関する研修 １講座   １日 

情報教育に関する研修 ５講座 各1～2日 

教養研修 ３講座   １日 

マネジメントスキル １講座    １日 

教育法規 １講座   １日 

通 

信 

型 

研 

修 

教科等に関する

研修 

小学校の各教科に関する研修 ５講座 

中学校の各教科に関する研修 １講座 

高校の各教科に関する研修 ３講座 

その他（校種を超えた研修） ４講座 

教科外の 

課題等に 

関する研修 

 

学級経営、教育相談･キャリア教育 ８講座 

授業デザイン、アクティブ・ラーニングﾞ ８講座 

マネジメント、法規 ７講座 

情報教育、教養 12講座 
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８ 福井大学教職大学院との連携の状況 

 

 高度な専門性と実践力を備えた教員の養成を目指して、平成１９年に北陸地域で唯一

設置された専門職大学院である福井大学の教職大学院と、さまざまな連携した取組みを

行っています。 

 

○現職教員を教職大学院の実務家教員として派遣 

 現場での実践経験の豊かな管理職教員（元中学校長１名、元中学校教頭１名（平成 

２６年度））を教職大学院の教員として平成１９年開学時から派遣しています。 

   

○中核現職教員を教職大学院の「スクールリーダー養成コース」の学生として派遣 

 教職大学院では新人教員の養成と併せ、「スクールリーダー養成コース」を開設し、地

域や学校において指導的役割を果たし得る教員養成を目指しており、このコースに県内

小中学校、県立高校から１０名（平成２６年度）の中堅教員を学生として派遣していま

す。 

   

○学校を拠点とした協働実践研究の実施 

 スクールリーダー養成コースに入学した現職教員は、勤務する学校において、学校が

抱えるテーマや課題について、教職大学院の教員とともに協働研究を行っています。こ

のような学校を拠点として実践的な研究を行うシステムにより、現職教員が学校で勤務

を続けながら自校の課題について学校ぐるみで取り組むことが可能となっています。 

 

○「新任教頭研修」と「教員免許更新講習」の協働実施 

 教育委員会が行う新任教頭研修と福井大学の教員免許更新講習との連携により、研修

効果を高めています。これは、教員免許更新講習のグループ討議でのファシリテーター

（調整・進行者）役に新任教頭を起用するものであり、新任教頭研修の一環として平成

２３年度から実施しています。これにより、教職員評価システムにおいて、新たに評価

者となる新任教頭のコーチング技術等の向上を図ります。 

 

○「ミドルステップアップ研修」の協働企画・実施 

 教育委員会が行うミドルリーダー養成研修について、平成２４年度から教職大学院と

協働で企画・実施しています。これまでの座学中心の研修から、１年間にわたり勤務校

での実践研究を中心とするものに変更し、授業研究の在り方等を改善していく研修とし

ています。 
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Ⅴ 平成２６年度の教育関係施策の取組実績 

 

１ 点検・評価 

 

平成２３年度から平成２７年度までに取組むべき施策の方向性をまとめた「教育振

興基本計画」に基づき、計画４年目となる平成２６年度の施策の実施結果をまとめま

した。 

 

① 「福井型１８年教育」の推進 

福井県学力調査や全国学力調査の結果分析による授業改善などを進め、引き続き全

国トップレベルの学力・体力を維持しました。 

また、高校生が福井の将来や自分の果たす役割、今、学ぶべきことを考える機会と

するため、県内高校において、本県ゆかりの企業経営者等が「ふるさと先生」として

授業を行いました。 

今後、平均的な力だけでなく、小中高を通じて一人ひとりの力をさらに引き出すこ

とで、希望する進学や就職を実現できるようにすることが大切です。 

 

② 幼児教育の推進（基本目標１－３－①） 

幼児がスムーズに小学校生活に入ることができるよう「保幼小接続カリキュラム

（学びをつなぐ 希望のバトン カリキュラム）」を全国で初めて策定し、各市町での

研修やモデル校による公開授業など、平成２７年４月からの県内全域での実践に向

けた準備を進めました。 

また、新たに「家庭教育相談・応援サイト」を開設し、先輩パパママ体験談の情

報提供や子育ての悩み相談窓口の紹介などを行いました。 

今後、保幼小接続カリキュラムの検証・改訂を進めるとともに、園内リーダーや市

町幼児教育アドバイザーの育成による実効性の向上が必要です。 

 

③ 教員の指導力向上（基本目標１－１－③） 

授業名人等の模範授業を撮影したＤＶＤを授業研究会や初任者研修で活用したほ

か、各高校に「若手教員授業力向上塾」を開催するなど、授業力向上に努めました。 

また、スマート教育を推進する高校にタブレット等を導入して、家庭学習と授業と

の接続を改善するなど、ＩＣＴ機能を活用した新しい授業の研究を始めました。 

教育研究所の集合研修を縮小し、通信型研修や、学校への訪問研修など、教員が受

講しやすい研修体系に見直しました。 

今後、課題解決型の授業や児童生徒の自主性を高めるアクティブ・ラーニングなど、

新たな授業を実践して改善を進めることが必要です。 
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④ 国際人を育成する英語教育の充実（基本目標１－１－⑤） 

すべての小学４年生が、独自教材を活用して海外の文化や習慣を学習しながら、

英語の発音の特徴や日本語との語順の違いなどを学びました。 

全中学校でラジオ語学番組を活用して、教科書にこだわらず新しい語句や表現を学

習しました。高校では、会話やプレゼンテーションなど、生徒が「話す」「聞く」時

間を増やし、使える英語教育を推進しました。 

また、小学校教員の外国語の指導力向上を図るため、学級担任を対象とした研修を

行いました。 

今後、研修・採用・外部人材の活用などを通じて小学校教員の英語授業力の向上を

図るとともに、中学校・高校を通じて話せる英語教育を進めることが必要です。 
 

⑤ 道徳教育の充実（基本目標２－１－①） 

福井県ゆかりの人物等を題材に取り入れた「福井県版心のノート」を作成し、小１・

小３・小５・中１の児童生徒に配布して活用しました。また、県内６市町１２小学校

で保護者等と「親子で学ぶ道徳講座」を実施しました。 

また、清掃ボランティアなど社会福祉に関わる体験活動を約９割の小学校、約７割

の中学校で実施しました。 

小学校の「いじめを否定する」児童の割合は全国平均より低いですが、中学校では

改善されています。今後、道徳の教科化と併せてさらに改善が必要です。 

 

⑥ 豊かな体験活動の推進（基本目標２－１－③） 

全ての小中学校で、自然や社会福祉に関わる体験活動、文化・芸術体験活動などを

行いました。また、青少年教育施設の体験プログラムの開発・改良を進め、湖の水質

調査や、遊びを通じてチームワーク強化を目指す活動など、思考力や精神力を鍛える

新たな体験学習プログラムを試行しました。 

今後、幅広い年代との協働や他地域との交流を重視した体験活動を充実し、実際の

社会で高い学力・体力を発揮するための力を育成することが必要です。 

 

⑦ 県立高等学校の再編整備と魅力ある学校づくり（基本目標３－２－①） 

県内初の併設型中高一貫教育校である県立高志中学校の開校に向けて、７月には県

内６か所で学校説明会を実施したほか、１１月には中高一貫教育の内容に関するセミ

ナーを開催しました。入学者選抜検査には県内１１市町および県外から５４５名が受

験し、第１期生として９０名を決定しました。 

また、生徒数の減少や新たなニーズに対応するための高校教育のあり方について地

域の教育関係者等との協議を始めました。今後、高校の再編が進んでいない地区につ

いて、地元の関係者と協議を進めながら実施計画を策定することが必要です。 
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⑧ 平成３０年の福井国体に向けた競技力の向上（基本目標５－２－②） 

福井しあわせ元気国体の優勝に向け、計画的な競技力向上に努めました。長崎国体

では１４競技８２名が入賞し、男女総合１７位となりました。 

また、福井国体で上位入賞できる選手を確保するため、Ｕ・Ｉターン選手の県内就

職を支援する「スポジョブふくい」を立ち上げ、有力選手２６競技４８名を「チーム

ふくい」のメンバーとして確保しました。 

今後、有力選手を計画的に確保して充分な練習環境を提供するとともに、未普及競

技も含めて計画的に選手強化を進めることが必要です。 

 

⑨ 「文字の国 福井」の推進（基本目標６－３－①） 

県民が文学に親しめる企画などを実施し、幅広い世代に文学への関心を高めていた

だく機会を提供する「福井県ふるさと文学館」を、平成２７年２月に開館しました。 

第２回「白川静漢字教育賞」に、昨年を上回る６４件の応募があり、実践発表等を

通じて優れた漢字教育実践等の普及を図りました。また、台湾国立台北教育大学等に

招聘され、福井県独自の白川文字学を活用した漢字教育を発信しました。 

今後、著名作家や編集者の指導機会や文学サロンを設けるなど、ふるさと文学館を

文学ファンの交流の場としてさらに充実させることが必要です。 
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２ 実施結果の概要 

 

基本目標１ 生きる力につながる確かな学力の育成 

 

 １ 確かな学力の育成 

①知識・技能の確実な習得と活用力の育成 
 ■「学力向上センター」を核とした小・中学校の授業の改善 

４月に実施した全国学力・学習状況調査後、すぐに県独自の結果分析を進め、５月には各

市町の指導主事に指導ポイントを説明し、各学校で１学期から苦手克服のための授業を行い

ました。 

全国学力・学習状況調査の結果は、全国トップレベルを維持しましたが、調査結果をもと

に直ちに全国との比較を行うなど詳細な分析を行い、公表翌日に、各市町の担当者に対し、

分析結果や課題となる内容などを伝達しました。 

１２月に実施した県学力調査（ＳＡＳＡ）の結果を受け、各学校では、教育研究所のＨＰ

上の分析ツールを活用し、小学５年生・中学２年生を対象に課題克服のための補充学習を実

施しました。また、今回から新たに、日常生活の中で触れる様々な実体験に即して、複数の

条件に応える問題（チャレンジ問題）を出題し、実社会の中で直接役立つ内容の授業につい

て調査・研究を始めました。 

   小学生向けに百人一首カード、中学生向けに故事成語や論語カードを作成し、全小中学校

で活用しました。また、算数の指導ポイント解説シートを作成し、全ての小学校で活用しま

した。 

■教科指導の改善 

 ６月と１１月に全県立高校で授業わかる度調査を実施し、その結果分析を踏まえ、各高校

において、授業改善に取り組み、公開授業等で成果の検証を行いました。 

 東大、京大や福井大など１１大学の「個別大学入試対策学習アドバイス集」を作成し、「高

校生受験応援サイト」に掲載し、大学進学指導を充実しました。 

授業改善重点実施校として、敦賀高校では校内に学力向上対策室を設け、模試や定期考査

のデータ分析に基づく各教科教員に対する改善策の提案など進学指導を強化する仕組みを設

けたほか、足羽高校では４５分間授業の実施や７限目に学び直しの時間を設けるなど生徒に

基礎学力を定着させるための取組みを進めました。 

 ■新聞を活用した教育の推進による情報活用力やコミュニケーション能力等の育成 

 １０月に「新聞を活用した教育研修会」を実施し、県内の小・中学校から教員約２５０名

が参加しました。ＮＩＥ実践校による実践報告会やＮＩＥ実践教員が講師を務めるワークシ

ョップを開催し、授業や朝の会、学校行事などで新聞を有効に活用できるように研修を行い

ました。 

 

②少人数教育によるきめ細かな指導の推進 
 ■本県独自の少人数教育の充実 

 平成２７年４月から小学４年生を３５人学級編制とし、小中学校全学年で１学級３６人以

下とする県独自の少人数教育を実現するための準備を進めました。 

 個に応じたきめ細かな教育の実現を図るために、平成２４年度より配置している特別支援

非常勤講師を平成２６年度には小学校に３３名、中学校に６名配置しました。 

 中学校で数学７校、英語７校の計１４校に教員を増配置し、３年生を中心とした習熟度別

指導を推進しました。 
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③教員の指導力向上 
 ■教員同士の学び合いの促進 

 小・中学校では、国語１４校、算数・数学１４校、合計２８校を研究指定し、コア・ティ

ーチャーを中心に研究を実施するとともに、県・市町指導主事が指定校を訪問し指導しまし

た。相互の授業参観を行い、小中連携の意識が定着しました。 

 高校の授業研究会に延べ１４６名の中学教員が、中学校の授業研究会に延べ１９２名の高

校教員が参加し、互いに学び合いながら、高校入学後のつまずきやすい内容の指導方法など

を検討し、授業改善に取り組みました。  

 中高授業接続ガイドの授業改善事例を１０１件まで拡充し、この事例を活用した公開授業

を開催して中高接続を重視した授業改善に取り組みました。 

 県外から派遣された教員のグループ（メンバー９名）が福井の教育の強みを明らかにする

など、教員が自主的に勉強している３３２グループの活動を活発化させ、昨年度より約１０

０件多い１０００件以上の活動を行いました。 

 基本研修（若手教員、５年、１０年経験者）において、世代や校種を越えた小グループで

の実践発表を行い、教員同士の学び合いの機会をつくりました。 高校２年生が履修する科

目について授業名人等の模範授業をＤＶＤに編集し各高校に配付し、各学校では授業研究会

や初任者研修会で活用しました。また、各高校で「若手教員授業力向上塾」を開催するなど、

若手教員の授業力向上に努めました。 

 保護者に対する対応能力を高めるため、県立高校の若手教員に対して、ロールプレイング

を取り入れた研修を実施しました。 

 難関大学入試で重要となる数学、英語、物理、化学の４科目で、担当教員の問題を作成す

る能力の向上のためのワークショップを予備校講師等の指導により５回開催し、本県教員の

進路指導力の向上を図りました。 

 １０月には、「福井教育フォーラム」を開催し、新書「福井県の学力・体力がトップクラス

の秘密」を執筆した大阪大学の志水教授による講演やシンポジウムのほか、授業名人による

公開授業を行い、全国から７００名以上の教育関係者が参加しました。 

 また、県外の教育関係者２，０００名以上が視察に訪れ、授業方法などについて本県教員

と意見交換を行いました。 

 ■大学や企業等との連携による指導力の向上 

 難関大学入試で重要となる数学、英語、物理、化学の４科目で、担当教員の問題を作成す

る能力の向上のためのワークショップを予備校講師等の指導により５回開催し、本県教員の

進路指導力の向上を図りました。職業系高校教員が担当教科に関連する企業等で研修を受け、

先端技術の習得を行いました。 

 ■教育研究所による教員支援の強化 

 新たに、学校や自宅で学べる通信型研修を開始し、延べ８４０人の教員が受講しました。

また、学校への訪問研修も、昨年度より増やして５６０件実施するなど、教員が受講しやす

い研修体系に見直しました。 

 教員の情報共有サイト「教育情報フォーラム」に優れた学習指導プランを追加掲載したほ

か、６月に「派遣教員の部屋」を設置し、県外派遣の教員から報告される鮮度の高い情報を

県内の教員一人ひとりに迅速に届けるシステムを構築しました。 
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④理科・数学教育の充実 
 ■サイエンスの基礎学力の定着 

 全小中学校において、発展的な実験や自由研究を支援する「夏休み理科実験応援プロジェ

クト」を実施し、子どもたちの科学の芽を育てました。 

 科学部員などの理科好きな中学生の専門性を深めるため、最先端の科学教材（DNA 電気泳

動）を用いて、製薬会社研究員の指導のもと「夏休み科学実験チャレンジ教室」を開催し、

３０６人が参加しました。 

 小・中学校理科教員対象の研修会を、県内７ブロックで３回ずつ計２１回開催し、のべ５

６４名が参加しました。 

 また、「スーパーサイエンスハイスクール」として、文部科学省から藤島・高志・武生・若

狭の４高校が指定を受け、大学や企業の指導による科学実験や講義等を通じて高度な科学学

習を実施しました。 

 また、藤島・武生の２校では科学技術人材育成重点枠の指定を受け、地域の科学技術に関

心の高い小中学生に対して高校生と共同した課題研究を実施するなど、科学技術に携わる人

材を育成しました。 

 ■大学・企業の参加によるサイエンスの応用力・実践力の向上  

 中・高校生向けに開催している「ふくい理数グランプリ」に１，４５８名、高校生の全国

科学オリンピック等に２５０名がそれぞれ参加しました。また、日本数学オリンピック本選

等へ２名、物理チャレンジ本選へ１名が進出しました。 

 高校生の科学への関心を高めるため、２０１０年ノーベル化学賞を受賞した鈴木章北海道

大学名誉教授を講師として、県内高校生等約３５０名を対象に「ふくいサイエンスフェスタ

２０１４」を開催しました。 

 理工系大学を志望する普通科系高校１年生９０名に対して、福井大学工学部および県内企

業との連携により、本県の先端技術に関する知識と技術を学ぶ「福井テクノロジーアカデミ

ー」を開講しました。 

 本県教育委員会と京都大学と連携協定を締結し、最先端の科学技術に関して、京都大学の

教員等により高校での授業を行ったほか、本県高校生が京都大学でのハイレベルゼミに参加

しました。 

   県里山里海湖研究所や県児童科学館と連携し、高校科学部部員対象の春季・夏季サイエン

ス研修会を開催しました。 

 ■地域とともに伸ばす子どもたちの「科学の芽」 

 小・中学生を対象に科学実験などを行うサイエンス博士を学校や地域に１３３回派遣し、

子どもたちが科学に慣れ親しむ環境づくりを進めました。 

 

 

⑤国際人を育成する英語教育の充実 
 ■語学音声教育の推進による実践的なコミュニケーション能力の育成  

 中学校では、ラジオ語学番組を活用して、会話の聞き取りや音読練習を行い、教科書には

ない語句や表現を学びました。また、中学３年生には「長文速読ワークシート」を活用し、

現在完了進行形や過去完了形など高校で学ぶ内容を取り込んだ英文を正確に速く読むトレー

ニングを行いました。 

 また、中学・高校の全ての英語教員を対象に、ＮＨＫの語学番組講師等から効果的な指導

法を学ぶ集中研修を開催し、英語教員の指導力・英語力の向上を図りました。 

 高校では、授業時間の多くを、ペアワークでの会話やプレゼンテーションなどの音声活動

を中心にして、「話す」「聞く」ことを充実し、大学入試センター試験では全国トップクラス

の成績を維持しました。 

 また、職業系の高校生が話せる英語力を身に付けられるように、オリジナル教材を作成し、

新年度からの授業改善に活用していきます。 
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 「スーパーグローバルハイスクール」指定校の高志高校では、大学等との連携授業やタイ・

ベトナムへの海外研修、東アジアをテーマにした課題研究を行い、アソシエイト校の敦賀高

校では、エネルギーをテーマにした課題研究に取り組みました。 

   授業外活動では、夏季休暇中にＡＬＴと英語で生活を送る「英語ランド」に２１６人の小

中高生が参加し、コミュニケーションを楽しく学びました。 

 ■小学校段階からの外国語活動の推進 

全ての小学４年生に、福井県版補助教材「グローバル・スタディーズ」（ＤＶＤ）を活用し

て、毎月１回英語活動を行い、海外の文化・習慣を学習しながら英語の発音や表現を身に付

けました。また、４月に小学４年生の学級担任２０４名、夏休みに小学校５・６年生の学級

担任２２５名を対象にした研修会を開催し、小学校教員の外国語の指導力向上を図りました。 

英語教育強化地域に指定された勝山市の小学校では、専科教員と担任がペアを組み、３年

生から英語での「聞く」「話す」活動を始め、６年生では短い単語の読み書きができるように

なりました。 

 

⑥情報教育の充実 
 ■子どもたちの情報活用能力と情報モラルの育成 

 サイバー犯罪の危険性や対策等についての専門知識を有する「サイバー犯罪アドバイザー」

に指定された警察官４２人が、県警作成のサイバー犯罪の危険性や対策を紹介したパンフレ

ット「巻き込まれない、だまされない！！サイバー犯罪対策」を活用し、県内小・中・高校

約１３０校において、子ども、保護者および教員約２２，０００人に対し広報・啓発活動を

実施しました。 

 インターネット通信（ＳＮＳ等）の落とし穴と注意点、トラブルの対応策に関する中学１

年生および高校１年生向けの利用ガイドを作成・活用しました。 

また、児童生徒のスマートフォン等の使用に関する全県的な対策について議論を進めると

ともに、適切な利用についての注意事項を生徒や保護者がともに学べる教材を作成し、新高

校１年生の登校日に配布し、青少年の非行や被害の防止に努めました。 

 ■教員の情報教育指導力の育成 

 機能強化した教育研究所の訪問研修や実践型研修において、タブレット等のＩＣＴ機能を

活用した授業方法や、情報モラル等の研修を充実させました。 

 また、ＩＣＴ機能を活用して、よりわかりやすい授業に改善していくため、スマート教育

推進校に定めた１１県立校にタブレット端末等を導入し、家庭学習と授業との接続を改善す

る研究を開始しました。 
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⑦白川文字学による独自の漢字学習の推進 

 ■白川文字学を活用した漢字学習の確立と定着 

各小学校、全学年において白川文字学の授業を実施しました。 

（１年生～４年生：１０時間、５年生～６年生：５時間） 

このうち３６７回の授業を公開し、学校関係者・保護者４，４８１名が参観しました。各

小学校でテーマをもって授業を実践することにより、教師の指導力を向上させるとともに、

福井県独自の漢字教育に対する保護者の理解が広がりました。 

 中学校、高校では、白川文字学教育研究会が作成した「漢字教育素材集〈試案〉」等をもと

に、「漢詩」や「漢文」などにおいて、白川文字学を活かした授業を５回(朝日中 鯖江中 道

守高 科技高（２回））公開しました。 

 ■漢字学・白川文字学を学ぶ人材の育成 

 白川文字学の理解を深めるとともに、幅広く漢字や文字への関心を高めるための教員向け

研修会等を１３回実施し、延べ６２０名が参加しました。また、新任教員等に対して、白川

静博士の業績や指導法に関する出前講座を各市町で８回実施しました。 

 昨年度創設した漢字指導者認定制度を継続し、研修会受講実績や課題レポートなどの審査

を経て、７２名（小学校５３名、中学校１３名、県立学校６名）を認定しました。 

 第２回「白川静漢字教育賞」には、全国２０都道府県および米国から６４件の応募があり、

最優秀賞１名、優秀賞２名、特別奨励賞１名を表彰するとともに、表彰式での実践報告など

を通して、優れた授業実践等の共有を図りました。 
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 ２ 地域産業を担う人材の育成 

①キャリア教育の充実 

 ■将来の夢や希望を伸ばし育てる教育を推進 

 １２月に千葉工業大学未来ロボット技術研究センター所長の古田貴之氏を招いて、「夢や希

望を育てる講演会」を実施し、県内中学生や保護者、教育関係者約５５０名が参加しました。 

 学校関係者や大学関係者の協力を得て作成した小学校版・中学校版「私の夢カルテ」を、

４月に県下全ての公立小学校４年生、中学校１年生に配布しました。 

 子どもたちがふるさとに誇りを持ち、希望ある福井を作り上げる意思を育てることを目的

に教材「ふくいの希望」を作成し、全中学校の授業で活用します。 

本県ゆかりの企業経営者等１１名が先生となり、県内１３高校において、将来のエネルギ

ー問題、国際金融の動向、リーダーとしての役割、花や動物を通じた環境保全などに関する

授業を２９回行い、延べ１，３６０人の生徒が受講しました。 

 ■職業体験を軸としたキャリア教育の充実 

 県内全ての小中学校において、小学校では地域の放送局・新聞社・消防署などでの職場見

学を実施し、中学校では保育所・商店などでの職場体験活動を実施しました。 

 

 

②高等学校での職業教育の推進 

 ■職業系高校生の資格取得の応援 

 職業系高校において、旋盤技能士など就職に有利な国家資格の取得に向けて、企業の技術

者等の外部指導者延べ１３名により、資格取得に向けた実習、講習を３２回実施しました。 

 ■地域の産業のための人材育成  

 産業人材コーディネーターを配置し、社会から求められるニーズや技術進展に対応した就

職希望の生徒と産業界のマッチングを図ったほか、生徒の夏季休業中の長期企業研修（１０

日間）や企業技術者を学校に招いて実習指導を行いました。 

 全ての工業系高校に３Ｄプリンターを導入し、操作法を工業技術センター研究員が生徒や

教員に指導しました。 

 坂井高校ではレーザー加工装置を導入するなど、最新技術を学べる設備を導入した工業実

習棟が完成し、製造業で普及しつつある新たな産業施設の基礎実習を始めました。 

 また、奥越明成高校では、これからの成長分野として期待される観光を授業科目として設

け、高校生の視点による地域観光振興に関する取組みを行いました。 

 ■職業人としてのモラルと態度の育成 

 就職内定者１，４００人を対象とした「ビジネススキルアップセミナー」を１２月に開催

し、職業人としての心がまえや職場におけるビジネスマナー、コミュニケーションスキル等

の研修を行いました。 

 

 

 

 ３ 幼児教育の推進 

①幼児教育の推進  
 ■幼児教育支援センターによる幼児教育の推進 

 福井県幼児教育支援センターでは、保育士・幼稚園教諭の資質向上、家庭教育力の向上を

支援するため研修や出前講座等を開催したほか、幼児教育と学校教育をつなぐ「学びをつな

ぐ 希望のバトン カリキュラム」（保幼小接続カリキュラム）を策定し、各市町ごとの研修会

や保幼小接続講座（２８回）、モデル校による実践公開保育・授業（６回）を実施し、平成２

７年４月からの県内全域での実践に向けた準備を進めました。（約３，２００名参加） 
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 ■地域や家庭と一体となった幼児教育の質の向上 

 家庭教育支援者が実践力を高めるため、基本的な学習を習得する「子育てサポーターステ

ップアップ研修講座」に加え、新たに実際の講座を企画運営する実践力をつけるための「子

育てサポータースキルアップ講座」を開講し、２０名が履修しました。 

 また、実際に子育てや家庭教育に関する悩み・不安を持つ保護者が、子育ての先輩たちと

話し合うことで、解決法を探る家庭教育支援テレビ番組「ぶらり子育てしゃべり隊」を放映

したほか、保護者や子どもを対象とした家庭教育電話相談「すこやかダイヤル」を週３回（年

間１４１日）開設しました。 

 ８月には「家庭教育相談・応援サイト」を開設し、先輩ママパパ体験談など様々な子育て

情報の提供や悩み相談窓口の紹介を行いました。 

 保育所・幼稚園での幼児教育の一層の向上を図るため、幼児教育アドバイザーによる巡回

訪問を１４４回実施したほか、幼児の保護者を対象にした出前家庭教育講座を１０３回開催

しました。 

 

 

 

 ４ 特別支援教育の推進 

①特別支援学校の適正配置と機能の充実 
 ■特別支援学校の環境の充実 

 県内でモデル校(小中学部５校、高等部３校)を指定して、特別支援学校と小中学校や高校

との「交流及び共同学習」を進めました。小中学部では、交流を希望する児童生徒１０８名

が、居住地域の小中学校に出向いて学校での授業や学校行事に参加しました。高等部では、

地元高校と共同での作業学習を県内３地域（奥越：パン製造販売、嶺南：鯖へしこ加工販売、

福井：ビルの清掃）で進めました。 

 ■障害に対応した機器整備と活用能力の育成 

 タブレット端末を盲学校および奥越特別支援学校に配備し、各教科や自立活動の授業で、

生徒自らタブレット端末を操作して課題学習を行ったり、コミュニケーションツールとして

活用したりするなど、授業での実践を進めました。こうした特別支援教育におけるタブレッ

ト端末の活用について、両校において公開授業および研修会を実施しました。 

 ■高等学校段階の教育の充実 

 一般就労を希望する生徒の就労支援のため、特別支援学校に３名の学校ジョブコーチ（坂

井奥越１名、福井南越 1名、嶺南 1名）を配置し、企業での実習サポートや求人開拓を行っ

た結果、実習を受けた２６名のうち２３名の生徒が一般就労しました。 

 ■特別支援学校の教員の専門性の向上 

 免許法の認定講習を４講座(専門講座：知的障害，肢体不自由、病弱各１ 共通講座１）開

催し、２１１名が受講しました。理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床心理士等の外

部専門家２１名による巡回指導や事例検討会議・校内研修を７５回実施し、教員の専門性の

向上を図りました。また、特別支援教育センターが開催する研修講座を１,８８９名が受講し

ました。 
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②一人ひとりのニーズに応じた特別支援教育の充実 
 ■発達段階に応じた関係機関との連携強化 

 特別支援教育センター、嶺南教育事務所と各特別支援学校において、幼稚園や保育所、小

中学校に在籍する特別な教育的支援が必要な幼児・児童・生徒に対する巡回相談（３，５４

５件、のべ２３，４６８回)を行いました。 

 福祉関係者や労働機関などと連携し、特別支援教育支援員（非常勤講師）に対して、障害

理解や、子どもの気持ちになって考える支援の方法について研修を行いました。 

 「移行支援ガイドライン」に基づく幼稚園、保育所から小中高の各教育現場で切れ目ない支

援や指導方法等について教員、保育士など６５１名に研修を行い、落ち着いて授業を受ける

ための児童独自のルールが進学先でも引き継がれるなど、円滑な学校生活を送るための取組

みを進めました。 

また、中高の特別支援教育コーディネーターの連絡協議会を県内４地区で開催し、支援の

引き継ぎの方法について共通理解を深めました。 

 ■小・中学校等における支援の充実 

  発達障害等、特別な支援が必要な児童生徒に対して、県下６地区の専門家チームと連携し

ながら、校内支援体制づくりや授業づくりについて１３回研修を行いました。特別支援教育

コーディネーターの会議等で支援が必要な児童生徒のアセスメントや移行支援について演習

をしながら、理解を深めました。 

 発達障害や特別な支援が必要な高校生に対して、ビルクリーニングやパン作り等の「職業

体験講座」や、夏季休業中に学校ジョブコーチが企業実習に同行する「高校生サポート実習」

を実施し、就労支援を進めました。 

 特別支援非常勤講師を３名増の３９名配置し、通常学級に在籍する発達障害等のある児童

生徒の支援体制の充実を図りました。 
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基本目標２ 豊かな心と健やかな体の育成 

 

 １ 豊かな心の育成 

①道徳教育の充実 
 ■独自教材による道徳教育の充実 

 夢や目標を持ち何事にも挑戦しようとするたくましい子どもを育てるため、福井県ゆかり

の人物等を題材に取り入れた「福井県版心のノート」を作成し、小１・小３・小５・中１の

児童･生徒に配布するとともに、教育研究所の道徳教育研修講座において活用事例を紹介しま

した。 

 ■保護者・地域参加型の道徳授業 

 県内６地域の１２小学校で、「親子で学ぶ道徳講座」を実施し、保護者や地域の人たちとと

もに道徳学習を実施しました。 

 ■子どもと地域を「ことばで結ぶ」絆づくり運動 

  地域でのあいさつなどを通してお互いのつながりを深めるための活動を、中学校区ごとに

小中学校が連携して取り組みました。 

 ■道徳的実践の場としての体験活動・奉仕活動の充実  

 清掃ボランティアなど社会福祉に関わる体験活動を小学校１９６校と中学校５１校で実施

しました。 

 青年の家等における体験学習活動を通して、仲間と励まし合い、達成感を味わいながら規

範意識や思いやりを育む機会を設けたほか、地域資源を活用した新たなプログラムとしてゴ

ムボートを活用した自然体験学習などを創設し、２０，４３７人が参加しました。  

 

 

②人権教育の充実  
 ■計画的・組織的な人権教育の推進  

 全小中学校および県立学校において、スクールプランの中に人権教育の視点を入れ、人権

教育全体計画・推進計画・年間指導計画を作成し、各教科・道徳・特別活動・総合的な学習

等において、いじめ問題等を題材とした授業を行いました。 

 いじめや情報モラルに関する教職員校内研修、学校だよりや講演会、学校ホームページ等

による保護者への啓発を全小中学校で実施しました。 

 ■指導者の育成と資質の向上 

 事業所等の指導的立場の人を対象とした指導者研修会を嶺北・嶺南地区で開催し、同和問

題を中心に長年人権に関する研究実践に取り組んでいる講師による講演、体験的参加学習を

行いました。市町社会教育指導員等を対象としたファシリテーター養成研修を２回実施し、

地域・職場で外国人問題など幅広いテーマのもと、実践研修を実施しました。 

 また、全公立学校の人権教育担当者を対象として、学識経験者等による研修会を県内３地

区に分けて開催し、人権意識を高めるための具体的な取組みに関する校種別グループ協議を

行いました。 

 三国西小学校を人権教育研究指定校に、三方中学校区を人権教育推進地域に指定し、人権

集会や親子道徳対話集会等を通して人権感覚を育てるとともに、学校・家庭・地域が連携し

てあいさつ運動やボランティア活動等を行うことにより、教職員自身の人権意識の高揚を図

りました。 

 ■人権教育の指導内容および指導方法の工夫・改善 

 人権問題社会教育指導員を対象に、人権教育におけるワークショップ（体験的参加型学習）

の進め方に関する研修会（２日間）を開催しました。また、市町で実践されたワークショッ

プをとりまとめた実践集を作成・配布しました。 
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③豊かな体験活動の推進 
 ■学校における多様な体験活動の推進  

 平成２４年度に作成した体験活動モデルプログラム集の活用を学校等に促し、３４４団体、

計１７，４７０人がものづくりや自然体験など多様な体験学習を行いました。 

 里山里海湖研究所と連携し、長期宿泊体験学習（サマーチャレンジ）において里地里山海

湖に関連するワークショップを行い、里山等への関心を高めました。（４回、計１３３人） 

 また、全ての小中学校で、自然や社会福祉に関わる体験活動、文化・芸術体験活動などを

行いました。 

 ■時代のニーズに対応した新たな体験学習の構築 

 子ども会と連携したジュニア・リーダー研修会を年４回実施しました。新しい芦原青年の

家の開所に向けて、北潟湖等の豊かな自然を活用する体験プログラムの開発・改良を進め、

北潟湖の水質調査や、ゲームを通じてチームワーク強化を目指す活動など、思考力や精神力

を鍛える新たな体験学習プログラム（４回、１３２人）を試行しました。 

 ■青少年教育施設の機能の充実 

周辺施設との連携の拡充を図るとともに、県内青少年教育施設主催の５１事業で、平成２

４年度に作成した体験活動モデルプログラム集を活用した事業を実施しました。 

 ■農業体験活動を通した食農教育の推進 

 全ての小中学校で、ＪＡや農家の指導による農林業体験、学校給食に野菜を提供する畑を

使った畑作体験、四季折々の地域の食材や文化に触れる農産物加工体験、郷土料理の調理体

験などの農業体験活動を実施しました。４２の小・中学校において、食材の五味や、五感の

違いを感じる味覚を学ぶ授業を実施しました。 

 ■伝統的地場産業に関する学習体験の拡充 

 小・中学生が「伝統的工芸品」を身近に感じられるよう、漆器や和紙などの６産地組合に

おいて体験学習会を実施し、生徒１，１７９名が参加しました。 

 

 

④環境教育の推進 

 ■体系的な環境教育の推進 

 自然環境保全についての意識を高め、環境教育の指導力向上を図るため、若狭歴史博物館

において、教員対象の「年縞から世界を見るエネルギー・環境教育」研修講座を実施しまし

た。若狭高校では他県の高校生を招き、「第２回環境エネルギー学会 in OBAMA」を開催しま

した。 

 また、生き物に関心をもち、学校の周りの生きもの調査学習を進める「生き物百葉箱」の

取組みを行いました。 

 ■体験を重視した環境学習の充実 

 里山里海湖研究所と連携して、１５小学校でメダカやトンボなどの身近な生き物の観察調

査、里山里海湖に関する講座を開催するなど、子どもたちが自然を体感しながら環境保全に

ついて学ぶ事業を進めました。県内の約８割の小・中学校でエコワークブックを活用した授

業を進め、野外観察等の体験学習を行い、環境教育の充実のために「環境アドバイザー」を

２０回学校に派遣しました。 

 また、スーパーサイエンスハイスクール事業の一環として、武生高校では小・中・高校生

を対象に「中池見環境保全プロジェクト」を実施しました。 

 ■ユネスコスクール参加校の拡大 

 坂井市立鳴鹿小学校（Ｈ２２加盟）、小浜市内外海小学校（Ｈ２５加盟）に加えて、今年度、

勝山市の全小・中学校１２校がユネスコスクールに加盟しました。１１月に岡山県で開催さ

れた「ユネスコスクール全国大会」では、勝山市の１２名の教員が参加し、優良実践校とし

て鹿谷小学校と勝山北部中学校が紙上発表をして、成果を全国に発信しました。 

 



 

 34 

 

 

⑤ふるさと教育の推進 

 ■学校教育の中での「ふるさと福井」の理解の促進 

 こども歴史文化館では、新たに増谷浩司氏(越前打ち刃物）、加福清太郎氏(若狭塗）、高鳥

純一氏(若狭めのう）、斎藤宰氏(マリンバ製造）についての常設展示を追加し、併せてマリン

バやハープの実物を展示しました。また、ふるさとの先人杉田玄白、中村淳庵に関わる特集

展示（１０，１７６名）を実施しました。さらに、学校に出向いて、ふるさとの先人の功績

を紹介する出前教室（９回）を実施したほか、「これき人物シリーズ６ ふくいの先人たちミ

ニ事典」を発刊しました。 

 ■地域資源の活用によるふるさと教育の推進 

 県立青少年教育施設において、それぞれの施設周辺の自然や産業など地域資源を活用した

体験活動プログラム集を用いて、磯観察やクロスカントリースキー、陶芸など周辺地域の自

然環境や伝統産業を学ぶ体験活動を実施しました。また、市町の公民館において、地域の社

会教育団体等が中心となって、伝統を学ぶ活動などを実施しました。 

 ■伝統行事等への参加促進 

次代を担う子どもたちが地域の伝統文化や優れた芸術文化活動に関わり、豊かな感性を磨

き、将来の地域の芸術文化活動団体のリーダー等の育成につながる芸術文化活動などを支援

しました。 

 ■先人に学ぶ機会の提供 

 こども歴史文化館において、市川新松・和田維四郎（鉱物学者）を、さらに達人として、

越前打ち刃物や若狭塗、若狭めのうといった伝統産業、マリンバ製造などの現代産業に携わ

る方々を追加し、マリンバやハープの実物を展示しました。また、特集展示として、杉田玄

白や中村淳庵に関わる「翻訳のチカラ」展、収蔵品と漢字ワールドに関わる「文字と蓄音機

の発明」を実施しました。 

 ■こども歴史文化館の充実 

 ふるさとに関わる最新の情報を発信するパネルを設置するとともに、子どもたちの興味・

関心を高める実物やハンズオン展示、常設展示をめぐるサイコロタイムトラベラー等を実施

しました。また、学校（９回）や各イベント等に出向き、ふるさとの先人の功績を紹介する

出前授業・漢字あそび（５回）などを実施し、１２月２３日に開館以来の来館者が２０万人

に達し、３月１日には年間の来館者が５万人を越えました。 
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⑥読書活動の推進 
 ■家庭における読書活動の推進 

 親子で絵本を楽しむ「おひざでだっこの会」を月２回から月３回に拡充し、平日に加えて、

家族で参加できる休日（第３日曜）にも開催しました。 

 また、県立図書館では、おはなし会、えほんとかみしばいの会、かがくえほんの会等を年

間５６回開催し、８３０人が参加しました。 

 小中学生約６万人が参加して、「ふくい読書王グランプリ」を開催し、良書の多読に取り組

みました。 

 県内の高校の学校図書館で多く貸し出されている本の中から、文芸部員が「おすすめの１

冊」を選ぶ「高校生が選ぶ学校図書館大賞」となる本を決定して全高校に周知したほか、高

校生による書評合戦「ビブリオバトル」を校内で実施して、代表１６校２４名による県大会

を行うなど、高校生の読書意欲を高めるための新たな趣向による取組みを進めました。 

 ■地域における読書活動の推進 

 県立図書館において、地域で活動している読書ボランティア等を対象とした「読み聞かせ

相談会」を年間７回実施し、５８人が参加するなど、読書活動を推進する担い手のレベルア

ップを図りました。 

また、県内児童が県立図書館を訪問し、司書体験やバックヤード見学を行う図書館探検号

（バス）を県内６か所（若狭・坂井・奥越・鯖丹・南越・二州）から運行することにより、

児童１４０名、保護者等１０９名が参加し、読書に対する興味・関心を高めるきっかけとし

ました。  

 ■学校での読書活動の推進 

 良書の多読を進めるため、小中学生を対象に「ふくい読書王グランプリ」を開催しました。

高校生向けに「福井の高校生が選ぶ学校図書館大賞」を実施し、各高校の文芸部員４０名が

参加し、お薦めの１冊を選定しました。結果については、各高校や公立図書館等へ周知し、

一層の読書活動推進を図りました。 

 教職員に対しては、「先生のための読書セミナー」を開催し、８６名の教員が参加しました。

司書がお薦めの本を紹介したり、参加者がビブリオバトルを体験するなどして、教師の読書

指導力の向上を図りました。 

 県立図書館所蔵資料の学校への貸出を積極的に行い、学校への直接的支援を行いました。 

  ※貸出件数１０６件、貸出冊数２，９７３冊 

 県立図書館に１７小学校から６６３名の児童が来館し、国語教材（小学校２年生「きみた

ちは、図書館たんていだん」）に即して図書分類方法を学びました。また福井農林高校、春江

工業高校へ県立図書館からブックトーク講師を派遣し、読書の魅力を伝えました。 

 ■読書活動を支える環境整備と人材の育成 

 読書推進研修会を開催し、図書館関係者・学校関係者・読書ボランティア等２６名が参加

し、子どもの読書を推進する方の連携強化に向けて、越前市の先進事例を参考に意見交換を

行いました。 

図書館、学校、ボランティアの協力体制の強化を目的に「元気ふくいっ子読書活動推進フ

ォーラム」を開催し、子どもの読書に関する基調講演や対談を基に、図書館関係者・学校関

係者・ボランティア等１３４名が連携強化に向けた情報交換を行うとともに、今後の活動の

進め方を確認しました。 
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２ 健やかな体の育成 

①体力・運動能力の向上  
 ■児童生徒の体力の維持向上 

 全ての公立小・中・高校で、「体力つくり推進計画」を作成し、体育の授業や業間運動で体

力の向上に取り組みました。全国体力・運動能力調査では、小学校５年、中学校２年の体力

合計点が、昨年度の記録を上回り、全国トップレベルを維持しました。 

 全小学校で、放課後等にニュースポーツや伝承遊び等で、１日１時間以上、からだを動か

す活動を行うほか、小学校５０校にレクリエーション指導者などを派遣し、フライングディ

スクやゴム跳びなどの伝承遊びを楽しく体験させ、休み時間にも意欲的に遊ぶ姿が見られる

ようになりました。(放課後もスポーツ活動に取り組んだ学校 ９７．５％) 

 ■運動部活動の充実  

 文部科学省が策定した「運動部活動での指導のガイドライン」の周知徹底を図るため、研

修会を開催し(３回)、適切かつ充実した運動部活動の運営がなされるよう、学校の全体計画

を全中学校、高校で見直しました。 

 また、地域スポーツ指導者を中学校３３校に７５名、高校１８校に４０名派遣し、運動部

活動指導の充実を図りました。 

 

 

②健康教育の推進 
 ■学校保健活動の強化 

 全ての学校で学校保健計画を策定し、家庭や地域との連携を密にするための組織構築を図

るため、養護教諭や保健主事を対象とした学校保健委員会の運営方法についての研修会を、

２回開催しました。 

 また、子どもの健康課題に学校と家庭、地域が一体となった取り組みを進めるため、研修

会を開催（１回）し、地域の医療機関や関係機関等の専門性を学校での指導に生かしている

実践事例を紹介しました。 

 ■子どもたちの目と歯の健康の増進 

 全小中学校で目を休める「リフレッシュタイム」の設定や、「目の愛護デー」（１０月）に

合わせた保健指導を行い、小学校１・２年生（９月）、小学校入学予定児（１１月）に対し、

正しい姿勢やテレビ視聴のきまりなど、目を大切にする生活チェックを行う健康カードを配

布し、近視を予防する生活習慣の定着を図りました。 

 全小学校１～４年生を対象とした歯垢染色剤を用いた歯みがき教室や、小学校１・２年生

保護者への正しい歯みがき習慣の定着を図るためのリーフレットを配布したほか、小学校

５・６年生を対象に「歯みがき名人」(１，１２９人)を認定し、正しいブラッシングの普及

を図りました。 

 ■薬物乱用防止教育の推進 

 「第四次薬物乱用防止五か年戦略」の諸対策を踏まえ、危険ドラッグなど、多様化する乱

用薬物に関する対策の理解と学校における薬物乱用防止教育の充実を図るために、教職員や

薬剤師を対象とした薬物乱用防止教室講習会を開催しました。 
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③食育の推進  
 ■栄養教諭を中心とした学校での食育の推進 

 鯖江市河和田小学校と高浜町青郷小学校が、スーパー食育スクールとして郷土料理を教え

あう交流活動を行い、地元食材の知識を深め、郷土料理を食べることやつくることへの関心

を高めました。 

 家庭科の調理実習時において、小学校５年生が、栄養教諭等から、こんぶ等を使ったおい

しいダシのとり方を学びました。また、県内４ブロックで栄養教諭の授業力向上のため、中

学校において「スポーツと栄養」等の題材で、授業研究会を開催しました。 

  全国栄養教諭･学校栄養職員研究大会を本県で開催し、本県の食育を全国に発信するとと

もに、学校において計画的･組織的に食育を推進する体制を整えました。 

 ■「おいしい地場産給食」の実現 

 栄養教諭が料理長等の協力を得て、「鯖の塩麹味噌漬け焼き」など地場産食材を活用した給

食献立（１０献立）を開発したほか、児童生徒と栄養教諭等が共同で開発したオリジナルメ

ニューを発表し合う「学校給食調理コンテスト」を実施しました。 

  甘エビなど地場産食材を活用した「丸ごと給食」を給食で提供したほか、ふるさと知事ネ

ットワーク参加１３県の郷土料理レシピによる学校給食を実施しました。また、栄養教諭等

が地場産食材を活用した自慢の給食を競う全国学校給食甲子園決勝大会(全国各ブロック代

表１２校)に挑戦し、全国第３位を受賞しました。（２，１５７校応募） 

 ■食育推進に向けた家庭・地域への啓発 

 「ふくい味の祭典」、「スポーツフェスタ」、「学校給食展」で県内地域の特産物や郷土料理

を紹介したり、栄養教諭による地場産物を活用した学校給食レシピや学校給食調理コンテス

トの様子を展示したりするなど食育の取組みを紹介しました。 

 「ふるさと逸品フェア―」（１１月）、県庁食堂（１月）、「ふるさと料理を楽しむ会」（２月）

で、地域の方に若狭牛や鯖などの地場産物を活用した学校給食を味わう機会を設けました。

県内の学校給食を、毎日「学校給食カレンダー」として、インターネットで発信しました。 

 

 

 

３ 生徒指導・教育相談体制の充実 

①不登校対策の充実  

 ■未然防止に重点を置いた福井型不登校対策の推進 

「福井県不登校対策指針」や「不登校対策取組事例集」を活用し、小中学校が連携して児

童生徒に関する情報を共有するなど、不登校の未然防止策を進めるとともに、教員の指導力

の向上を図るため、７月と１月には、小中学校の管理職を対象として、学識経験者による不

登校対策研修会を開催しました。 

累積での欠席が５日以上の児童生徒については、「状況シート」により欠席の理由や家庭で

の状況等を把握するとともに、教育相談担当教員やスクールカウンセラー等で構成する「支

援チーム」を組織して担任を支えるなど、休み始めた児童生徒への初期対応を徹底しました。 

    県立高校において、欠席が全日制で１０日以上、定時制で１５日以上の生徒について、欠

席理由や家庭での状況などを把握した「状況シート」を作成し、早期の対応を図りました。 

■スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの効果的な配置 

 全公立中学校に配置したスクールカウンセラーが校区内の小学校へも対応できる体制を整

えるとともに、定時制高校にもスクールカウンセラーを配置し、児童生徒や保護者等の悩み

に対するカウンセリングを行いました。 

 全公立小中学校と定時制高校を対象としてスクールソーシャルワーカーを配置し、不登校

の要因となる家庭に係る問題等への対応など、福祉関係者と連携して児童生徒を取り巻く環

境の改善を図りました。 
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 ■保幼小・小中・中高連携の推進 

 保幼小・小中間において、互いに授業や子どもの活動等を公開して、相互参観や合同研究

会、出前授業を実施しました。また、小学生が中学校で、中学生が高校で体験入学を実施し

て、校種間の円滑な接続を図るとともに、早い時期に新しい学校の環境に馴染めるよう、気

がかりな園児・児童・生徒の情報を入学前に共有しました。 

 保育所・幼稚園と小学校の円滑な接続を推進するため、県内５小学校区をモデル校に実践

検証を踏まえ「福井県保幼小接続カリキュラム」を策定しました。平成２７年４月からの実

践に向け、１７市町ごとの研修会や保幼小接続講座（２８回）、モデル校区での実践公開保育・

授業（６回）を実施し、保育士・幼稚園教諭・小学校教諭の相互理解を深めました。 

 

 

②生徒指導・教育相談体制の充実 
 ■問題行動の未然防止 

 インターネット上の有害環境に関する最新情報を電子メール(メールマガジン)で小・中・

高校に提供し、受信した学校は緊急メール配信システムや保護者だより等により保護者に周

知し、家庭内でのネット教育を支援し、青少年の非行や被害を防止しました。(年６０件配信) 

全ての学校で「学校いじめ防止基本方針」を作成し、「いじめ対策委員会」を開催（１校あ

たり月平均１．５回）するとともに、児童生徒が生徒会などで自主的ないじめ防止活動を進

めるなど、いじめを未然に防止するための取組みを進めました。 

 児童生徒によるいじめの自己チェックや毎月のいじめ状況調査を実施して早期発見を徹底

するとともに、起きたいじめに対しては、生徒指導担当教員や学年主任等で構成する「いじ

め対応サポート班」を組織して早期解消を図りました。 

 「福井県いじめ防止基本方針」に基づき、「いじめ問題対策連絡協議会」を設置し、学校、

ＰＴＡ、子ども会、スクールカウンセラー等と一体となって、いじめを未然に防止するため

の取組みを行い、現在、児童生徒のスマートフォン等の使用に関する全県的な対策について

議論を進めています。また、「いじめ調査専門委員会」を設置して、重大事態が生じた場合の

調査体制を整えました。 

 暴力行為等の問題行動を未然に防ぐため、全市町において「問題行動地域対策会議」を開

催し、学校と警察・児童相談所等の関係機関が連携して対応できる体制を整えました。 

 ■教育相談体制の充実と関係機関との連携強化 

 学校では、生活ノート等を通した日々の担任とのメッセージのやりとりや、定期的な個別

面談、アンケート調査等の実施により、児童生徒が抱える悩みや不安の早期発見、早期解消

を徹底しました。 

 学校では話せない心の悩みの解消を図るため、「２４時間電話相談」の窓口を周知するカー

ドを県内全児童生徒に配付しました。 

 「福井県学校・警察連携制度」を活用し、児童生徒の安全確保および非行等問題行動に関

する情報共有や協議をしながら、未然防止や当該事案の早期解決に向けた具体的な対策を講

じました。 

 県立高校の教育相談担当者を対象に「連絡協議会」（３回）を開催し、専門家による講義や

事例検討会などの研修を行い、教育相談スキルを高めました。 
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基本目標３ 信頼される学校づくりの推進 

 

 １ 学校マネジメント改革の推進 

①スクールプランの達成と教職員評価システムの構築 
 ■スクールプランの充実 

 前年度の学校の自己評価、学校関係者評価を検証し、平成２６年度スクールプランの改善

に生かし、ホームページで公表しました。年度末には学校の自己評価、学校関係者評価を実

施し、ホームページで公開しました。教職員評価システムの面談により、スクールプランの

内容および達成に向けた教員間の意識が共有され、スクールプランを反映した、より具体的

な教員の目標設定を行いました。 

 ■教職員評価システムによる活力ある学校づくり 

 頑張っている教職員を支援することにより、教職員の士気を高め、教育活動の活性化につ

ながる評価システムにするため、教職員の給料、諸手当等のあり方や、それぞれの職務に応

じてメリハリのある給与体系について検討を行いました。 

 ■教職員がやりがいを持って児童生徒と向き合える環境づくり（教職員の多忙解消） 

 校種別に実践校を選定し、会議の縮減や退勤時間の徹底など負担の軽減に向けた取り組み

を進めました。成果が見られた取り組みについては、活力ある学校活動検討会において、全

校に広めていくための検討を行いました。 

 教育研究所の研修体系を抜本的に見直し、学校への訪問研修の拡充や、学校を離れること

なく研修が受けられる通信型研修の開始など、教員が受講しやすい研修としました。 

 また、平成２４年度に整備した県立学校情報ネットワークの適正な管理に努めるとともに、

教員同士が学習指導案や教材・教具を共有できるようにするなど、学校現場の要望を聞きな

がら改善に取り組み、教職員の業務効率化や負担軽減を図りました。 

 ■教職員の心身の健康保持 

 健康診断や人間ドックについて、受診率アップを推進しました。 

 また、「労働衛生管理と快適な職場づくり」研修会を開催し、職場の衛生管理者の資質向上

に努めました。一方、メンタル面の健康保持のための相談事業を実施するとともに、メンタ

ルヘルスセミナーでは、 ラインケア研修や職場復帰支援と対策方法の研修に重点を置き、中

堅職員や管理職が果たすべき役割を習得したりメンタルヘルス・マネジメント力を獲得でき

るようにしました。 

 

 

②部活動改革の推進 
 ■運動部活動ガイドラインの策定 

 文部科学省が策定した「運動部活動での指導のガイドライン」の周知徹底を図るため、研

修会を３回開催し、適切かつ充実した運動部活動の運営がなされるよう、学校全体計画を全

中学校、高校で見直しました。 

 ■複数校での合同部活動や拠点校方式の導入 

 中学校の全競技で大会への複数校合同チームが出場できるよう促し、夏季大会では３競技

１２校１４チーム、秋季大会では７競技３４校２２チームで合同部活動を実施しました。 

 ■運動部活動と総合型地域スポーツクラブとの連携促進 

 総合型地域スポーツクラブが９市４町で２５クラブが設置され、高い専門的知識や技術を

持った指導者が、中学運動部活動で巡回指導を行うなど、学校の運動部活動とクラブとの連

携を進め、地域と学校、既存団体との共存を進めました。 

 ■地域における文化部活動の発表の支援 

 近畿地区の文化部高校生の代表による発表や交流の場として、本県で１１月に「近畿地区

高等学校総合文化祭」を開催しました。また、日ごろ、部活動等で文化活動に励んでいる県

内高校生の発表および交流の場として「福井県高等学校総合文化祭」を開催しました。 
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③学校・家庭・地域が一体となった教育の推進 
 ■コミュニティスクールの機能向上 

 県内全ての小・中学校に設置されている「地域・学校協議会」を核として、地域人材を活

用した学校ボランティアや学校開放、授業公開等の開かれた学校づくりを進めました。 

 ■中学校区内での総合的な学校応援体制の整備 

 県内全ての中学校区において、「学習指導」「生徒指導」「地域連携」を柱とした児童生徒の

交流や教員研修などを実施し、小中連携の取組みを進めました。 

 ■オープンネットワーク教育の推進 

 福井地方気象台と連携した専門性の高い理科授業を、明新小学校や宝永小学校等で実施し

ました。「百葉箱」が老朽化している小学校が多いことから、県内の工業高校（敦賀工業高校）

の生徒が、百葉箱を製作し、小・中学校２校（河野小学校、美浜中学校）に贈呈しました。 

 ■家庭等への情報発信の推進 

 インターネット上の有害環境に関する最新情報を電子メール(メールマガジン)で小・中・

高校に提供し、受信した学校は緊急メール配信システムや保護者だより等により保護者に周

知し、家庭内でのネット教育を支援し、青少年の非行や被害を防止しました。 

(年６０件配信)  

 スマートフォンの利用についての注意事項を生徒や保護者がともに学べる教材を作成し、

新入生の登校日に配布し、家庭内でのネットルールづくりなどを支援し、青少年の非行や被

害の防止に努めました。 

 また、小学校において、平成２４年１０月から運用している「算数Ｗｅｂシステム」の中

に、保護者・児童向けに、課題となっている問題や領域についてのワンポイントアドバイス

を定期的に配信しました。児童の算数に対する興味や関心を喚起するためのハイレベルな問

題を毎週一回配信し、保護者とともに考える機会を設定しました。 

 

 

④小規模校での教育の振興 
 ■学校間・学校種間のネットワークの強化 

 小規模校の教育環境の充実を図るため、坂井市（吉崎小、細呂木小、北潟小、新郷小、本

荘小）において合同授業を実施しました。阪谷小、一乗小、国見中、殿下中、越廼中、吉崎

小、波松小、新郷小、北潟小、池田小で公開授業が行われ、７月に梅の里小で研究大会が行

われました。 

 ■少人数学習集団の特長を活かした授業方法等の研究や研修の充実 

 へき地複式教育研修講座を開講し、複式授業のあり方と複式の授業づくりのポイントにつ

いて実践発表などを行いました。 

 

⑤小・中学校の統廃合への適切な対応 
 ■小・中学校の統廃合のための支援策の充実 

 国が１月に、「公立小中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」を示したことを受け、

市町教育長会議において、各市町における小・中学校の統合や教育環境の整備について協議

を進めました。 

 統合前の児童の学習を支援する非常勤講師を美浜町の４小学校に配置し、美浜町７小学校

の平成２７年４月再編に向けた支援を行いました。 

 ■空き校舎活用への支援 

 市町に対し、ホームページ等を通じた空き校舎の活用事例等の情報や、空き校舎利活用の

ための支援制度を周知し、あわら市の幼稚園施設の放課後子どもクラブとしての活用や、認

定こども園への転用を促しました。地域住民主体で利活用を進める旧竹田小学校について、

宿泊型の体験・交流施設への再整備に向けた支援を行いました。 
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２ 県立高等学校の再編整備と魅力ある学校づくり 

①県立高等学校の再編整備と魅力ある学校づくり 
 ■学校再編による教育環境の充実 

 小浜水産高校を引き継いだ若狭高校海洋科学科では、東京大学海洋アライアンスとの間で

東大教員による指導など海洋教育に関する連携協定を締結したほか県立大学海洋生物資源学

部等の地域の協力による海草アマモの定植研究を進めました。 

 また、生徒数全体の減少や働きながら学ぶ生徒が減少する一方で、定時制高校が学び直し

等を必要とする生徒の学びの場となっている状況を踏まえ、現状や新たなニーズに対応する

ための高校教育のあり方について地域の教育関係者等との協議を始めました。 

 ■普通科系高等学校における進学指導の向上 

 各普通科系高校で「授業力向上チーム」を設け、授業わかる度調査による結果分析を踏ま

えた授業改善を図りました。また、公開授業・授業研究会を７０回開催したほか、若手教員

の授業力の向上を進めるため、年間を通じて授業名人や指導力のある教員の指導により授業

法を学ぶ「若手教員授業力向上塾」を開催しました。 

 東大、京大や福井大など１１大学の「個別大学入試対策学習アドバイス集」を作成し、「高

校生受験応援サイト」に掲載し、大学進学指導を充実しました。 

 平成２７年４月の高志中学校の開校に向けた準備を進め、７月には県内６か所で学校説明

会を実施したほか、１１月には中高一貫教育の内容に関するセミナーを開催しました。入学

者選抜検査には県内１１市町および県外から５４５名が受験し、第１期生として９０名を決

定しました。 

 ■魅力ある職業教育の推進 

 職業系高校では、企業の技術者による技術指導や企業の生産現場における実習など、地域

産業界と連携した職業教育の充実を図りました。 

 また、奥越明成高校では観光を授業に取り入れ、地元市と連携して奥越の観光資源のＰＲ

策に取り組み、若狭東高校では、今後の地域特産化が期待される薬草の栽培研究を行うなど、

新たに地域と連携した教育を進めています。４月に開校した坂井高校では県立大学や農業試

験場の指導により新型小麦品種の栽培に取り組んでいるほか、７限目をパワーアップタイム

として資格取得のための学習や企業経営者からの講話によるキャリア教育を進めています。 

 夏季休業中の実践的長期企業研修（１０日間）では、これまでの農業・工業に加え、商業・

家庭の分野まで拡大して長期実習を行いました。 

 ■定時制・通信制教育の充実 

 ３年間での卒業を可能とするため、単位制の特性を生かして学びやすい教育課程を編成し

ました。多様な課題を抱える生徒たちに対応するため、スクールカウンセラー３名、スクー

ルソーシャルワーカー２名を配置するとともに、５校に配置した非常勤の養護教諭の勤務時

間を、生徒が在校している時間まで（週当たり１８時間から２０時間、２時間増加）延長し

ました。 

 また、授業内容について、若手教員の授業力向上を進めるため、年間を通じて「若手教員

授業力向上塾」を開催し、指導力のある教員が指導・助言を行いました。 
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３ 私学教育の振興と支援の充実 

①特色ある私学教育の振興 

 ■魅力ある学校づくりや特色ある教育活動等への支援 

 県内私立高校が生徒や保護者にとって魅力ある学校となるよう、食育・環境教育といった

教育の質の向上や学力向上を図る取組み等特色ある学校づくり、部活動の全国での活躍など、

意欲的な取組みを支援しました。 

 ■保護者の負担の軽減 

 授業料と国の就学支援金の差額に対し私立高校が減免を行った場合、世帯の所得に応じて、

全額～１／３の割合で助成を行いました。国の就学支援金の対象外である実習費、特別授業

料等に対して引き続き助成を行いました。 

■教育環境の充実 

 耐震化が早期に実施されるよう、幼稚園や高校の耐震補強工事や改築工事に対し、県独自

に助成を行いました。天井部材や壁材等の非構造部材の補強工事にも引き続き助成を行いま

した。 

 ■公私共通の諸課題に対する対応 

 公私共通の課題であるいじめの防止対策について、福井県いじめ問題対策連絡協議会で協

議するなど、公・私立間で連携して対応しました。 

 ■私立学校における経営の健全化の確保 

 私立幼・小・中・高校・専修学校の教育条件の維持向上、経営の健全化を図るため、各種

の教育振興補助金により、各学校の人件費等、経常的経費等を支援しました。 

 

４ 安全・安心な学校づくり 

①学校施設の耐震化の推進 
 ■学校施設の耐震化の優先実施 

 小・中学校施設については、県独自の補助制度により、市町の負担軽減を図ることで耐震

化を促進し、耐震化率は８９．８％から９５．２％に向上しました。県立学校については、

５棟の耐震補強工事を行い、耐震化率は９３．１％から９５．０％に向上しました。 

 また、学校施設の耐震化とともに、体育館の吊り天井や照明器具などの非構造部材の落下

対策にも併せて取り組みました。 

 

 

②安全対策の充実 
 ■学校安全体制の整備 

 全市町で「通学路交通安全プログラム」を作成し、通学路の危険箇所や安全対策の進捗状

況を確認する合同点検を実施（５～７月）するとともに、見守り活動の強化や安全マップの

作成・配布、横断歩道の整備など安全対策を進めました。 

 ２月の降雪時には、すべての小中学校の通学路の安全点検状況を調査し、車道の排雪によ

り歩道が歩けないなどの危険箇所を把握し、安全を確保しました。 

 ■安全教育の充実 

 ４～５月には全小中学校および県立学校において、子どもたちが道路の安全な横断方法や

自転車の正しい乗り方を習得し、交通安全に関する正しい知識を深めるための交通安全教室

を開催しました。 

 ■地域の防犯団体等との連携の促進 

 学校安全推進連絡会議において、各市町・関係機関における安全対策の実施状況の報告、

冬季の通学路での事故防止に向けて、積雪時の安全点検の実施および通学路の除雪対策を確

認しました。 
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 ■安全で明るい通学路の整備 

 児童生徒の下校時の安全を確保するため、市町が新規に実施する LED防犯灯（５０２基）

の設置に対して支援を行いました。 

 

 

③防災教育の充実 
 ■防災学習の推進 

 県が独自に作成した「防災教育の手引き」と「防災教育の指導教材」を参考として、学校

防災推進期間を中心に防災教育を進め、教員を対象とした防災教育講習を実施しました。 

 地震や津波災害に対応した避難訓練や地震・津波のメカニズムなどを学ぶ防災教育の授業

を行ったほか、小・中・高校・特別支援学校における防災担当教員を対象とした「防災教室

講習会」（２８１名参加）を開催し、発達段階に応じた防災教育の進め方や東日本大震災に学

ぶ防災教育のあり方など学校における防災教育の充実を図りました。 

 原子力発電所３０ｋｍ圏内のすべての公立学校（１４３校）が原子力災害時避難計画を作

成（７月）するとともに、８月の原子力防災総合訓練の検証結果をもとに避難計画の見直し

を行いました。 

 ■避難訓練の実施 

 緊急地震速報装置を活用した避難訓練の実施など、すべての公立学校で、より実践的に安

全に避難する訓練を実施しました。 

 気象台職員や防災士会からなる「学校防災アドバイザー」を学校（２０校）へ派遣し、防

災マニュアルの点検、避難経路の安全確認、児童生徒への避難指導など学校における防災体

制の整備を支援しました。 
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基本目標４ 家庭・地域の教育力の向上 

 

 １ 家庭・地域の教育力の向上 

①家庭の教育力の向上 
 ■「親育ち」支援の充実 

 保育所・幼稚園に通園する園児の保護者が、保育士・幼稚園教諭を指南役として、一日保

育体験を行い、我が子の園での様子や園への理解を深めました。 

 家庭教育アドバイザーが市町３歳児健診事業や子育て支援センター、公民館に出かけ、未

就園児の保護者への家庭教育の意識醸成に努めました。 

 また、８月には「家庭教育相談・応援サイト」を開設し、先輩ママパパ体験談など様々な

子育て情報の提供や悩み相談窓口の紹介を行いました。 

 家庭教育支援者の実践力向上のため、基本的な学習を習得する「子育てサポーターステッ

プアップ研修講座」に加え、実践演習を主とした「子育てサポータースキルアップ講座」を

開設し、２０名が履修しました。 

 また、子育てや家庭教育に関する悩み・不安を解消できるよう、家庭教育支援テレビ番組

「ぶらり子育てしゃべり隊」を放映したほか、保護者や子どもを対象とした家庭教育電話相

談「すこやかダイヤル」を週３回（年間１４１日）開設しました。 

 ■保育所や幼稚園と連携した家庭の教育力の育成 

 保育所・幼稚園の園児の保護者を対象に一日保育体験を実施し、家庭における育児・教育

に関する助言やノウハウの提供を行いました（２７園 約１，３００名）。 

園での保護者会等において、幼児とのコミュニケーションの機会を増やすグッド・トイや

絵本の遊ばせ方を体験する講座や、育児に関する悩みを解消する家庭教育支援ワークシート

を活用した講座を開催しました。 

 ■「子育ての知恵」の継承 

次代を担う子どもたちが地域の伝統文化や優れた芸術文化活動に関わり、豊かな感性を磨

き、将来の地域の芸術文化活動団体のリーダー等の育成につながる芸術文化活動などを支援

しました。 

 ■子育て支援機能の充実 

 一日保育体験を通して、育児や教育に関する不安や悩みを持つ保護者に対し、保育士や幼

稚園教諭が助言を行いました。 

 保護者や祖父母等を対象にグッド・トイや絵本の素晴らしさを体感し、家庭教育の意識を

高める講座を開催しました。 
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②地域の教育力の向上  
 ■地域づくり・人づくりの推進 

 県内社会教育団体、公民館関係者等により構成される社会教育活性化会議において、これ

からの「福井しあわせ元気国体」に向けた県民運動や子どもたちの社会力を培う教育の進め

方などについて協議しました。 

また、公民館主事を主な対象とした地域・人づくりのための研修会を６回開催し、計２１

４人が受講したほか、社会教育主事講習を９人が受講するなど、地域リーダーの養成に努め

ました。 

 ■地域による学校支援の充実 

 県内全ての小・中学校に設置されている「地域・学校協議会」を核として、地域人材を活

用した学校ボランティアや学校開放、授業公開等の開かれた学校づくりの取組みを進めまし

た。また、地域の歴史・文化を学ぶ学習会を公民館で実施しました。。 

 ■放課後子どもクラブの拡充  

 「放課後児童クラブ」と「放課後子ども教室」の運営を一体的に進めた結果、県内３８０

箇所の「放課後子どもクラブ」において、子どもたちが文化活動や読書・宿題等を行うこと

ができる活動場所を確保し、希望する子どもたちをすべて受け入れることができました。 

 また、指導者に対して子どもとの接し方や遊び指導に関する研修会（２回）を実施し、放

課後子どもクラブでの活動内容の充実を図りました。 

 平成２７年度からの子ども・子育て支援新制度の開始に備え、県内３市１３箇所の放課後

児童クラブの整備を支援するとともに、県内の今後５年間の利用ニーズおよび受入数を取り

まとめた事業計画を策定し、小学６年生までの児童を受け入れる準備を整えました。 
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基本目標５ 生涯学習とスポーツの振興 

 

 １ 生涯学習の振興 

①生涯学習環境の充実 
 ■多様で魅力ある講座の提供 

 福井ライフ・アカデミー講座において、新たに「学びチャレンジ講座」を実施し、学校で

の指導内容について、現在と昔の違いを知ることができる講座を開催するなど、新規に学ぼ

う、学び直そうとする受講者の増加を図りました。主催講座は５，２６９人が受講しました。 

 また、地域の活性化など県の重点施策をテーマにした「ふるさとの戦略」講座を新規に実

施し、地域貢献につながる学びの場を提供しました。さらに、広報の工夫や休日講座の増加

により、５０代以下の受講者が３７％となりました。また、女性の受講割合も４３％に増加

しました。 

 ■ボランティア講師の活動に対する支援 

 県民講師による講座を２７講座開催し、延べ９７１名の方が受講しました。マナビフェス

ティバルではボランティア講師による講座等を開催し、４，２１４名が受講しました。 

 ■在宅受講システムの整備 

 生涯学習センターが主催する講座について、講座内容を周知できるよう、すべての講座の

要旨をまとめ、ホームページに掲載しました。 

 

 

 ２ 生涯スポーツの振興 

①スポーツを通した健康づくりの推進 
 ■スポーツを通じた県民の健康・体力の向上 

 県民スポーツ祭では、開会式当日に実施している親子でのニュースポーツ体験に加え、運

動をする機会が減る冬季に、サンドームやサンピア敦賀（スケート場）の大型施設を利用し、

福井しあわせ元気国体スポーツフェスティバル（１２月）、冬季ファミリースポーツ体験フェ

スタ（２月）を開催しました。大会チラシの学校配付や、各種広報誌の活用、また、荻野正

二氏によるバレーボール教室や安藤美姫氏によるスケート教室など著名人の講習会を行い、

前年度を７，２７２人上回る４２，３７６人の参加を得て、県民のスポーツ参加を促進しま

した。 

 ■スポーツを身近にする環境づくり 

 総合型地域スポーツクラブの新規設立と安定した運営に向け、創設支援研修（坂井市、小

浜市）、育成支援研修（滋賀県）を開催し、新規２クラブ（福井市、坂井市）設立、設立準備

１クラブ（越前市）を支援しました。また、クラブ未設置の４町に対しては創設のための働

きかけを行いました。 

 広報番組で、福井で活躍している選手、クラブチームや県民スポーツ祭を紹介し、国体に

向けた選手強化や身近に行えるスポーツ環境等の情報を提供しました。 

 ■スポーツイベントの誘致・開催 

 オリンピック東京大会の開催に向け、庁内の総合対策会議および県、市町、競技団体によ

るキャンプ誘致推進会議を設置し、オリンピック組織委員会が策定するキャンプ候補地ガイ

ドへの掲載など、キャンプ誘致に向けた活動を進めました。 

 また、国体のデモンストレーションスポーツ（３７競技）や、福井しあわせ元気大会のオ

ープン競技（３競技）について、実施競技および会場地を決定しました。また、式典の企画・

演出案について専門的・総合的見地から指導・助言をいただくため、式典総合プロデューサ

ーとして山根一眞氏を選定しました。 
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②平成 30年の福井国体に向けた競技力の向上 
 ■選手の育成と強化 

 「福井しあわせ元気国体」での優勝に向け、競技力向上基本計画に基づき、選手強化を実

施しました。 

 オリンピック選手などを育てた実績のあるスーパーアドバイザー４９名を派遣し、２５７

回の実戦指導を行うとともに、勝山高校バドミントン部や足羽高校レスリング部などに強化

コーチを配置し、指導を行いました。 

 ジュニアアスリート５６８名・成年アスリート５８３名、重点強化校２９校５８部・強化

推進校７０校１３９部、強化クラブ２１を指定し、全国の強豪チームとの実戦練習を行い戦

力アップを図りました。 

 また、強化合宿や国体会場でメンタル、フィジカル、栄養等で選手をサポートする専門的

知識を有するトレーナーを１３０回派遣し、大会での好成績につなげ、長崎国体で、１４競

技８２名が入賞し、男女総合１７位となりました。 

 福井国体で上位入賞できる選手を確保するため、Ｕ・Ｉターン選手の県内就職を支援する

「スポジョブふくい」を立ち上げ、平成２７年４月から、２６競技４８名が、県内企業等に

就職し、県内でスポーツ活動を始めます。 

 ■指導者の育成と確保 

 高い専門知識と技術を習得し、より高い競技力を目指した指導を行うために、日本体育協

会等が主催する公認指導者資格を取得する研修会の開催や中央講習会への参加を支援し、指

導者の育成を図りました。 

 スーパーアドバイザーなどの優秀なコーチが来県した機会を通じ、県内指導者が参加し、

資質向上に努めました。 

 ■「１県民１参加、１スポーツ」の環境の整備 

 中学校の運動部活動にない国体競技の体験会を開催し、高校の部活動や地域のスポーツ団

体などに加入し活動する新しい人材の確保を図りました。 

 また、県民の国体への参加機運を盛り上げるため、「福井しあわせ元気スポーツフェスタ」

や「チャレンジ！わんスポ！」といったスポーツ体験イベントを開催しました（体験者：約

２万２千人）。また、マスコットキャラクター「はぴりゅう」による広報活動（８月から１月

末までに１３９回）や国体・大会ダンスの制作・披露などを通じ、両大会への参加機運の盛

り上げに努めました。 
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基本目標６ 心豊かな文化の振興 

 

 １ 身近に文化を感じる環境づくり 

①「見る」から「楽しむ」「参加する」文化へ  
 ■身近に芸術を親しむ場の創設 

 福井県民総合文化祭の実施など、身近に芸術文化に触れる機会を充実しました。 

 ■身近な文化を見つめ直し後世に継承  

 県内各地に残る文化財の価値を明らかにし、地域の宝として住民の誇りの醸成・保存意識

の喚起につなげるため、有形文化財、民俗文化財、記念物に関する各種調査を実施しました。

これらの調査は、将来国指定につながる可能性が高いもの、文化財として活用が見込まれる

もの、白山に関連する文化財、これまで指定の少なかった中世の文化財などを中心に実施し

ました。 

 県内各地に伝わる貴重な「祭り・行事」（無形民俗分野）の詳細調査を実施し、とりまとめ

結果を報告書として刊行しました。 

 庭園（名勝分野）において、平成２４年度に特定調査を実施した「三田村氏庭園」が国の

名勝に指定され、「福井県林・藤島遺跡出土品」（有形文化財分野の考古資料）が国指定の重

要文化財となりました。 

  県市の協力のもと、福井県和紙工業組合により、越前和紙技術保存団体（無形文化財分野）

が設立されました。 

 ■ふるさとの歴史・文化の研究   

 古代歴史文化に関する奈良県等 14県との共同研究事業で、「古墳時代の玉類」について県

内の集成を行い、今後の研究の課題等を整理しました。 

 北陸新幹線建設に伴う、福井市の高柳遺跡・開発遺跡の調査では、縄文時代から平安時代

の集落・墓地・河川等であることが判明し、土器や木製品等の多くの資料を得ました。 

 越前焼窯跡について２箇所で試掘調査を実施し、また文献調査も実施しました。さらに、

現存する登り窯として、越前町の藤田家の窯の構造調査も併せて実施しました。 

 「福井城跡」、「天王前山古墳群」、「太田小矢戸遺跡」等埋蔵文化財の発掘調査報告書５冊

を刊行しました。 

 

 

②文化施設をもっと身近に 
 ■住民参加型の企画運営 

 ボランティアによる作品解説会の開催や展示監視業務への協力など、住民参加による文化

施設の運営を行いました。 

 ■子どもの創造力を育む美術館 

 美術館、歴史博物館、一乗谷朝倉氏遺跡資料館において鑑賞・創作を体験するキッズミュ

ージアムを開催したほか、学芸員が館蔵品を学校で展示・解説する授業を行いました。 

 ■福井ゆかりの人物や福井の歴史の発信 

 こども歴史文化館において、市川新松・和田維四郎（鉱物学者）を、さらに達人として、

越前打ち刃物や若狭塗、若狭めのうといった伝統産業、マリンバ製造などの現代産業に携わ

る方々を追加し、マリンバやハープの実物を展示しました。 

 特別展では、杉田玄白や中村淳庵に関わる「翻訳のチカラ」展（１０，１７６名）や、収

蔵品と漢字ワールドに関わる「文字と蓄音機の発明」（１４，６２１名）を実施しました。さ

らに「これき人物シリーズ６ ふくいの先人たちミニ事典」を発刊しました。 

 県立歴史博物館において、特別展「敦賀湊と三国湊」や企画展「白山曼荼羅-描かれた神々

と観音信仰-」、「三国の古刹 滝谷寺の宝物展」を開催するなど、年間を通じて、県内に所在

する国宝・重要文化財を積極的に公開しました。 

  また、今年新発見された坂本龍馬の書簡から、幕末維新期に活躍した由利公正の事績を紹
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介する「越前に由利公正あり-龍馬の手紙に記された三岡八郎とは-」を開催し、本県ゆかり

の歴史文化遺産への関心を高めました。 

 

 

 ２ 文化教育の推進  

①文化教育の推進 
 ■すべての子どもたちが一級の芸術・文化に触れる機会を拡充 

 小学５年生全員が県立音楽堂で本格的なオーケストラを鑑賞するなど、本物の芸術に文化

に触れる機会を提供しました。 

 子どもたちが学校、地域で芸術文化活動に親しむことができるよう、県立美術館企画展な

どの学校鑑賞会を推進するとともに、美術館や博物館等の所蔵作品、資料を活用した体験型

授業、学校での出前授業などを行いました。 

 県立美術館所蔵の「落葉」（菱田春草）の鑑賞授業や「落葉」のレプリカを活用した出前授

業を６３校で実施するとともに、由紀さおりさんを招いて「童謡で伝える会」を６箇所で開

催し、日本語、旋律の美しさに対する感性を育てる教育を充実しました。 

 小中高を通した弦楽クラブ・弦楽奏者の育成に小学校３校、中学校３校、高等学校４校が、

日本画を活用した美術教育に小学校８校、中学校１２校、高等学校２校が取り組み、芸術教

育を推進しました。 

■地域の文化活動家からの学び 

 次代を担う子どもたちが地域の伝統文化や優れた芸術文化活動に関わり、豊かな感性を磨

き、将来の地域の芸術文化活動団体のリーダー等の育成につながる芸術文化活動などを支援

しました。 

 

 

②文化の創り手・演じ手の育成 
 ■地域グループなど文化団体（活動者）の支援の充実 

 地域の文化資源を積極的に活用して、地域に根差した新たなまちづくり活動として定着を

目指す活動や、次代を担う子どもたちが地域の伝統文化や優れた芸術活動に関わり将来のリ

ーダー等を育成する文化活動団体を支援しました。 

 ■子どもたちの文化活動の質の向上 

 美術、書道、演劇、合唱、管弦楽などの分野で、中高生が一流のアーティストから直接指

導を受ける機会を提供しました。 

 ■次世代アーティストの育成 

 優れた弦楽器奏者を推進校（社北小と社中、朝日小と朝日中、雲浜小と小浜中、藤島・高

志・武生・丹生の各高校）に派遣することをはじめ、県文化振興事業団等の協力により、Ｎ

ＨＫ交響楽団員、レジデンスカルテット（ディノ）、モスクワ音楽院教授等によるクリニック

や演奏会など、一流の芸術家と直接ふれあう機会を設けました。 

 モスクワ音楽院の音楽家による弦楽器クリニックを実施（社小、社中が参加）したほか、

福井県立音楽堂において、セミナーや「若い芽コンサート」「新人演奏会」などを実施しまし

た。 

 

 ３ 「文字の国 福井」の推進 

①「文字の国 福井」の推進 
 ■文字文化の普及 

 県内外で「体験！福井の漢字教育」や出前教室等（１，０１３名）を実施しました。県内

においては、漢字や日本語、漢詩漢文などの国内の著名な研究者等を招いた講演会、研究会

を実施し、教員の漢字・国語の素養（指導力）を高めるとともに、福井で開催される全国規

模の大会やイベントに合わせて、パネル展示（１１回）や漢字あそびを行いました。またパ
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ックン・マックンによる漢字に関するトークショー（『笑劇的国際交流』）を開催し、県民の

漢字に対する関心を高めました。 

  福井県教育委員会が発行する『漢字解説本』（平凡社）は９刷、累計５万部が発行されまし

た。 

 ■県内外への発信 

   第２回「白川静漢字教育賞」に、２０都道府県と海外（米国）から、昨年を上回る６４件

の応募があり、最優秀賞１名、優秀賞２名、特別奨励賞１名を表彰し、優れた漢字教育実践

等の普及を図りました。国立台北教育大学（台湾）が主催する「白川文字学研討会」や、「立

命館大学校友会（岡山市）」に招聘され、福井県の漢字教育の取組みを発信しました。 

さらに、島根県で実施した「体験！福井の漢字教育」には同県教員等２８名の参加があり

ました。国内の著名な研究者や作家と、白川静漢字教育賞被表彰者（６２名）などと福井県

の小中県立学校の教員（漢字指導者等１６６名）をつなぐ福井県漢字教育ネットワークの構

築に努め、本県漢字教育についてＰＲしました。 

 ■ゆかりの作家や詩人の作品に親しむ「ふるさと文学館」の整備 

 建築改修、展示工事を着実に進め、平成２７年２月１日に「福井県ふるさと文学館」を開

館しました。 

 作家や出版社、文学研究者等とのネットワークを広げ、本県ゆかりの作家に関する直筆原

稿等の貴重資料約２２０点を収集しました。これらの資料を文学館において紹介するととも

に、特別館長の津村節子氏と藤田宜永氏の対談や芝居「越前竹人形」、福井県高校生ビブリオ

バトルなどを実施しました。 

 全国で活躍中の作家による講演会や映画上映会、朗読会のほか、学校への出前講座や若手

作家と交流できる文学サロンなど、若者が文学に親しめる企画等を実施し、幅広い世代が文

学への関心を高めるための機会を提供しました。 

 

 



 

 51 

 

Ⅵ 有識者からの意見 

 

○福井県立大学学長  下 谷 政 弘 

 

福井県は子供たちの学力体力において常に全国トップクラスという好成績を挙げてお

り、自他ともに認める「教育県」として知られる。さまざまな教育活動の望ましい成果

は、教育行政の正しい方向性および教育現場における自主的な改善努力の積み重ねによ

って達成される。また、地域社会や保護者からの支援や理解も欠かせない。 

平成２６年度においても、２３年度からの「教育振興基本計画」に基づいて多面的な

施策が実施されてきた。いわゆる「福井型１８年教育」が推進され、小中高を通じた学

力体力は引き続き全国トップレベルを維持した。教育現場における「教員同士の学び合

い」などの諸活動、あるいは地道な研修活動の積み重ねは「福井方式」としてマスコミ

や他県の教育界からも大いに注目された。「授業名人」制など意欲的な取り組みも授業力

向上に貢献した。また、「保幼小接続カリキュラム」を全国で初めて作成し実践したこと

なども高く評価される。 

社会全体のグローバル化に対応して小学４年から英語教育・海外文化の学習がスター

トし、中学や高校での「話す・聞く」の実践的な英語教育もさらに充実された。また、

地域社会の文化・伝統・歴史などの事柄に関心を深めるよう、さまざまな工夫が進めら

れた点も評価される。福井はすでに英語教育などで実績を積み上げてきた先進県である

が、これらは今日の日本社会の時代趨勢にあった試みであり、内容を工夫しながらより

積極的に進めてほしい。 

さらに、２６年度には県内初の併設型中高一貫校を開校するなど新たな試みがスター

トした。これは、福井県の教育がおしなべて平均的に高い成果を誇ってきた半面で、進

学実績などにおいては必ずしも十分な成果を挙げていないことなどから、自らの希望を

実現する「突破力」のある人材を養成したいとの思いが背景にあると思われる。こうし

た人材は周りに刺激や向上心など好影響を与える半面、新たな課題を生じさせることも

ある。中高教育の一貫化によるカリキュラムの柔軟化や創意工夫によって、子供たちが

もつ優れた能力を最大限に伸ばせるよう、今後の進展に注目していきたい。 

福井の「教育県」としての高い教育成果は、教育委員会や現場における地道な活動に

よって達成されてきた。加えて、福井に多く見られる「三世代同居」や礼儀・質実さを

尊ぶ気質、規則正しい生活習慣など、子供たちを取り巻く地域社会の教育環境によって

も維持されてきたように思われる。これらは戦後の日本社会が経済成長の過程で次々と

失い続けてきたものである。今後、福井においても「いじめ」「スマホ」「不登校」など

に関わる諸問題がさらに顕在化してくることであろう。今年度から教育委員会制度が変

更されることになったが、子供たちの学習環境をこれまで以上に維持し守り育てていく

ために、いっそう地域社会や保護者たちとの連携協力に腐心してもらいたい。 
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○ 元 福井県ＰＴＡ連合会 特別委員長  石 川 浩 

 

平成２３年度に策定された教育振興基本計画に基づいて進められた教育関係の施策が、

適正に実績を上げているかを問われる４年目の平成２６年ではないかと考える。 

その集大成として、全国学力・学習状況調査および全国体力・運動能力、運動習慣等

の調査結果で、全国トップレベルを維持している状況を考えると、教育委員会をはじめ

とする教職員や関係各位の取り組みの成果ではないかと思う。改めてこれまでのご努力

に敬意を表する。 

教育委員会は学校視察を積極的に行われ、実際に教育現場での取り組みを見て、平成

２６年の施策実施内容についても的確に点検されていることは評価している。 

特に９つの重点項目として「福井型１８年教育」の推進や幼児教育の推進、教員資質

の向上、英語や道徳教育の充実や体験活動の推進、高校教育の在り方、国体に向けた体

力づくり、そして、福井県独特の教育の推進などの実績結果を細かく分析し、課題も把

握している点は評価できる。その中で、平均的な学力がついた子供たちを更に引上げ、

自主性や国際性はもとより、基本的なコミュニケーション能力や人を思いやる心を養う

ことなどが必要ではないかと考えるので、今後、「福井の教育向上会議」での新たな教育

振興基本計画の策定において、これらの課題をしっかりと反映したものにしていただき

たいと思う。 

 

また、個別の施策として次の事項などが評価できる。 

１．地域産業を担う人材育成の点から行われている、キャリア教育の充実や職場教育

の推進は、将来の目標を早い段階から持たせる工夫がみられるなど、リーダーと

しての資質向上に役立つと考える。ただ、これらを受講した多く子供たちが、福

井県で活躍することを願ってやまない。 

２．読書活動の推進では、家庭・地域・学校の連携の中で、ボランティアの協力を得

ながらしっかりと進められていることが、子供たちを落ち着かせ、学ぼうという

意欲につながり、学力のトップレベル維持につながっていると思う。大変評価で

きる点だと考える。 

３．教育相談体制では、学校ごとに教育相談支援チームやいじめ対策委員会を設置す

るなど学校以外の関係機関と連携しながら対応しており、評価できる点が多いと

感じます。ただ、この問題は、表面化することが少ないなど、今後とも更なる対

応が求められる事項と考えるので、子供たちの考える力を養ううえでも、子供た

ち同士でディスカッションする機会を設けるなど、今後とも力を入れていただき

たいと思う。 
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４．文化を身近に感じる環境づくりでは、新たに日本画や芸術を活用した教育を実践

されたり、福井ゆかりの人物や歴史、伝統産業やアーティストを取り入れたり文

化教育の推進の充実が進んでいると感じている。福井を誇りに思う心や郷土愛を

育む観点からも評価できる。 

 

以上、主な項目を上げたが、全体としてバランスの取れた実績となったと思う。平成

２７年度に策定される新たな教育振興基本計画に、これらの評価や課題を反映し、福井

県らしい教育行政が実践されることを期待している。 

 


